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北九州市副市長事務分担規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

平成２８年３月３１日 

                    北九州市長 北 橋 健 治 

北九州市規則第４６号 

北九州市副市長事務分担規則の一部を改正する規則 

 北九州市副市長事務分担規則（昭和４２年北九州市規則第３０号）の一部を

次のように改正する。 

 第２条梅本和秀副市長の項第１号中「契約室、総務企画局」を「企画調整局 

、総務局」に改め、同条今永博副市長の項第１号中「技術監理室」を「技術監

理局」に改める。 

   付 則 

 この規則は、平成２８年４月１日から施行する。 
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北九州市事務分掌規則等の一部を改正する規則をここに公布する。

平成２８年３月３１日

北九州市長 北 橋 健 治

北九州市規則第４７号

北九州市事務分掌規則等の一部を改正する規則

（北九州市事務分掌規則の一部改正）

第１条 北九州市事務分掌規則（昭和４３年北九州市規則第７５号）の一部を

次のように改正する。

「技術
第１条契約室の項を削り、同条技術監理室の項中「技術監理室」を

技

に改め、同条技術監理室の項に次のように加える。監理局

術部 」

契約部

契約制度課

物品契約制度係

工事契約制度係

契約課

物品契約係

建築工事契約係

土木工事契約係

第１条技術監理室の項の次に次のように加える。

企画調整局

政策部

企画課

企画係

統計係

政策調整課

政策調整係

世界遺産課

地方創生推進室

都市マネジメント政策部

都市マネジメント政策課

国際部

国際政策課

政策係
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多文化共生係

海外プロモーション係

アジア交流課

交流第一係

交流第二係

第１条総務企画局の項中「総務企画局」を「総務局」に改め、同項情報政

策部の項中「情報政策課」を に改め、同条総務企画局政策
「情報政策課

情報政策係」

部の項及び同条総務企画局国際部の項を削り、同条財政局税務部税制課の項

中「徴収企画係」及び「収納係」を削り、同条財政局税務部の項に次のよう

に加える。

徴収企画課

徴収企画係

収納係

「市民部 「市民総務部
第１条市民文化スポーツ局市民部の項中 を

総務課」 総務区政課」

に改め、同条市民文化スポーツ局市民部総務課の項中「企画調整係」を「区

政係」に改め、同条市民文化スポーツ局市民部の項中「区政課」を「戸籍住

民課」に改め、同条市民文化スポーツ局市民部地域振興課の項及び同条市民

文化スポーツ局市民部市民活動推進課の項を削り、同条市民文化スポーツ局

市民部の項の次に次のように加える。

地域・人づくり部

地域振興課

コミュニティ活動支援係

市民活動推進課

市民活動推進係

生涯学習課

管理係

生涯学習係

第１条市民文化スポーツ局スポーツ部スポーツ振興課の項中「スポーツ振

「スポーツ振興課

興課」を に改め、同条市民文化スポーツ局スポーツ部
企画係

スポーツ振興係

施設管理係 」

大規模大会誘致推進室の項を削り、同条市民文化スポーツ局スポーツ部の項
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の次に次のように加える。

大規模大会誘致推進室

第１条保健福祉局総務部総務課の項中「社会振興係」を に
「社会振興係

法人指導係」

改め、同条保健福祉局総務部監査指導課の項を削り、同条保健福祉局地域支

援部の項を次のように改める。

地域福祉部

長寿社会対策課

企画調整係

在宅高齢者支援係

生涯現役推進係

認知症支援・介護予防センター

情報・調整係

認知症対策推進係

地域活動推進係

地域福祉推進課

地域福祉推進係

地域支援係

介護保険課

企画管理係

保険係

認定審査係

居宅サービス係

地域密着型サービス係

施設サービス係

事業者支援係

介護保険事業者指導係

保護課

管理係

保護係

指導係

第１条保健福祉局障害福祉部の項中「障害福祉課」を「障害福祉企画課」

に改め、同条保健福祉局障害福祉部障害福祉課の項中「指定指導係」及び「

障害者事業支援係」を削り、同条保健福祉局障害福祉部障害福祉課の項の次

に次のように加える。
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障害者支援課

障害福祉施設係

指定指導係

障害者事業支援係

障害者相談支援係

「保健医療部 「健康医療部

第１条保健福祉局保健医療部の項中 保健医療課 を 地域医療課

保健医療係」 地域医療

に改め、同条保健福祉局保健医療部生活衛生課の項を次のように改める

係」

。

健康推進課

企画係

国保健診係

第１条保健福祉局保健医療部の項の次に次のように加える。

保健衛生部

保健衛生課

環境衛生係

感染症予防係

食品衛生係

医務薬務課

医務係

放射線係

薬務係

保健予防課

予防係

検査係

精神保健係

東部生活衛生課

環境衛生係

食品衛生第一係

食品衛生第二係

西部生活衛生課
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環境衛生係

食品衛生第一係

食品衛生第二係

食品監視検査課

食品衛生検査所

広域指導係

第１条子ども家庭局子ども家庭部総務企画課の項の次に次のように加える

。

監査指導課

監査指導係

第１条子ども家庭局子ども家庭部青少年課の項中「若者支援係」を削り、

同条環境局環境監視部産業廃棄物対策課の項中 を
「産業廃棄物対策係

指導係 」

に改め、同条産業経済局新成長戦略推進室の項を次の
「指導係

産業廃棄物対策係」

ように改める。

新成長戦略推進部

産業政策課

産業政策係

商業・サービス産業政策課

商業振興係

サービス産業政策課

中小企業振興課

中小企業係

第１条産業経済局産業振興部の項を削り、同条産業経済局企業立地支援部

の項中「企業立地支援部」を「企業支援・産学連携部」に改め、同項に次の

ように加える。

新産業振興課

新産業係

第１条産業経済局観光にぎわい部商業振興課の項を削り、同条建設局河川

部の項に次のように加える。

神嶽川旦過地区整備室

計画推進係

第１条建築都市局総務部の項に次のように加える。

都市景観課
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景観形成係

景観づくり支援係

第１条建築都市局計画部都市計画課の項中 を「計画調整係
「計画調整係

事業調整係」

「地区計画係

」に、 景観形成係 を「地区計画係」に改め、同条建築都市局都市マ

景観づくり支援係」

ネジメント政策室の項を削り、同条建築都市局まちづくり推進室の項中「ま

ちづくり推進課」を に改め、同条建築都市局建築部建
「まちづくり推進課

事業調整係 」

「建築保全係

築課の項中 電気保全係 を削り、同項の次に次のように加える。

機械保全係」

施設保全課

建築保全係

電気保全係

機械保全係

第１条港湾空港局総務港営部の項中「総務港営部」を「総務部」に改め、

同条港湾空港局総務港営部総務課の項中「交流係」を削り、同条港湾空港局

総務港営部港営課の項、同条港湾空港局総務港営部物流振興課の項及び同条

港湾空港局総務港営部立地促進課の項を削り、同条港湾空港局総務港営部の

項の次に次のように加える。

港営部

港営課

港務係

海務・情報係

設備係

指導調整係

業務管理係

業務第一係

業務第二係

業務第三係

業務第四係

みなと振興部

物流振興課
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物流振興係

立地促進係

クルーズ・交流課

交流・イベント係

クルーズ誘致係

「工事第一係 「東部工

第１条港湾空港局整備保全部整備保全課の項中 工事第二係 を 西部工

工事第三係」 保全係

事係

事係 「事業に改め、同条港湾空港局整備保全部計画課の項中「事業係」を
」 開発

に改め、同条港湾空港局整備保全部開発課の項を次のように改める。係

係」

エネルギー産業拠点化推進課

エネルギー産業拠点化推進係

第２条会計室の項を次のように改める。

会計室

企画管理係

審査指導第一係

審査指導第二係

審査指導第三係

審査指導第四係

「技術第３条契約室の項を削り、同条技術監理室の項中「技術監理室」を
技

に改め、同条技術管理室技術企画課庶務係の項第１号中「室」を「監理局

術部 」

局、部」に改め、同項第３号中「室」を「局」に改め、同項第４号中「室内

事務」を「局内事務」に改め、同項第６号中「室内他課」を「局内他課」に

改め、同条技術監理室技術企画課企画係の項第２号を次のように改める。

（２） 北九州市安全推進計画に関すること。

第３条技術監理室の項の次に次のように加える。

契約部

契約制度課

物品契約制度係

10



（１） 部、課の庶務に関すること。

（２） 物品等供給業者に係る入札参加資格の審査及び登録に関

すること。

（３） 物品等供給契約制度に係る調査研究及び関係部局との連

絡調整に関すること。

（４） 物品の発注状況の総括に関すること。

（５） 物品等供給契約違反の処理に関すること。

（６） 物品及び製造の請負の検収に関すること。

工事契約制度係

（１） 建設業者等に係る入札参加資格の審査及び登録に関する

こと。

（２） 工事契約制度に係る調査研究及び関係部局との連絡調整

に関すること。

（３） 工事の発注状況の総括に関すること。

（４） 工事契約違反の処理に関すること。

（５） 入札等監視委員会に関すること。

（６） 電子入札システム等に関すること。

契約課

物品契約係

（１） 課の庶務に関すること。

（２） 物品の購入、修理、加工等の契約に関すること。

（３） 工事資材の購入に関すること。

（４） 製造の請負契約に関すること。

（５） 不用品の売却契約に関すること。

（６） 物品に係る契約の指導に関すること。

建築工事契約係

（１） 建築工事の契約及びしゅん工認定に関すること。

（２） 建築工事に係る契約の指導に関すること。

土木工事契約係

（１） 土木工事の契約及びしゅん工認定に関すること。

（２） 土木工事に係る契約の指導に関すること。

第３条技術管理室の項の次に次のように加える。

企画調整局

政策部

企画課
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企画係

（１） 局、部、課の庶務に関すること。

（２） 広報に関すること。

（３） 局の予算及び決算の総括に関すること。

（４） 局内事務の連絡調整に関すること。

（５） 市の政策形成に関すること。

（６） 長期総合計画の策定及び進行管理に関すること。

（７） 地方分権改革に関すること。

（８） 市長会及び指定都市市長会に関すること。

（９） 大都市制度の調査研究に関すること。

（１０） 美しいまちづくり基金に関すること。

（１１） シティプロモーション首都圏本部に関すること（他課

の所管に属するものを除く。）。

（１２） 公立大学法人北九州市立大学に関すること。

（１３） 市内の大学等の支援に関すること。

（１４） 局内他課の所管に属しないこと。

統計係

（１） 基幹統計その他法令による統計調査の総括に関すること

。

（２） 市政統計その他の統計調査についての総括に関すること

。

（３） 統計資料の収集及び保管に関すること。

（４） 統計解析に関すること。

（５） 統計年鑑その他統計刊行物の編集及び発行に関すること

。

政策調整課

政策調整係

（１） 課の庶務に関すること。

（２） 市の政策調整に関すること。

（３） 国及び県に対する重要事項の調整に関すること。

（４） 環境未来都市の推進に関すること。

（５） 広域行政に関すること。

世界遺産課

（１） 課の庶務に関すること。

（２） 世界遺産の保全に関すること。
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（３） 世界遺産を活用した地域振興に関すること。

地方創生推進室

（１） 室の庶務に関すること。

（２） 地方創生の推進に関すること。

（３） 地方創生に係る情報の収集及び活用に関すること。

（４） 国家戦略特区及び国際戦略総合特区の推進に関すること

。

都市マネジメント政策部

都市マネジメント政策課

（１） 部、課の庶務に関すること。

（２） 公共施設マネジメントの総括に関すること。

（３） 公共施設マネジメントに係る企画、調査、研究及び調整

に関すること。

（４） 公共事業評価に関すること。

（５） モデルプロジェクトの推進に関すること。

（６） 観光拠点開発に係る企画、調査及び調整に関すること（

他課の所管に属するものを除く。）。

国際部

国際政策課

政策係

（１） 部、課の庶務に関すること。

（２） 国際政策についての企画及び調整に関すること。

（３） アジア成長研究所に関すること。

（４） 国際政策に係る人材の育成に関すること。

（５） 国際政策に係る情報の収集及び活用に関すること。

多文化共生係

（１） 多文化共生の推進に関すること。

（２） 北九州国際交流協会に関すること。

海外プロモーション係

（１） 国際交流及び国際協力の推進に関すること（他課の所管

に属するものを除く。）。

（２） 新規交流先の開拓に関すること。

（３） 国際交流及び国際協力に係る関係機関との連絡調整に関

すること。

（４） 海外におけるシティプロモーションに関すること。
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アジア交流課

交流第一係

（１） 課の庶務に関すること。

（２） 中国、韓国及び東南アジア地域との交流に関すること。

交流第二係

（１） 東アジア経済交流推進機構に関すること。

第３条総務企画局の項中「総務企画局」を「総務局」に改め、同条総務企

画局総務部総務課庶務係の項中第６号を削り、第７号を第６号とし、第８号

から第１０号までを１号ずつ繰り上げ、同条総務企画局総務部文書課文書係

の項中第４号を削り、第５号を第４号とし、第６号を第５号とし、第７号を

削り、同条総務企画局総務部文書課訟務係の項第２号中「重要な不服申立て

」を「行政不服審査制度」に改め、同項第３号を削り、同条総務企画局人事

部人事課人材育成係の項第５号中「不服申立て」を「審査請求」に改め、同

条総務企画局情報政策部の項中「情報政策課」を に改め、
「情報政策課

情報政策係」

同条総務企画局政策部の項及び同条総務企画局国際部の項を削り、同条財政

局税務部税制課徴収企画係の項及び同条財政局税務部税制課収納係の項を削

り、同条財政局税務部の項に次のように加える。

徴収企画課

徴収企画係

（１） 課の庶務に関すること。

（２） 市税及び税外債権の徴収に係る調査、研究、企画及び調

整に関すること。

（３） 税外債権の回収強化に関すること。

（４） 市税及び税外債権の徴収一元化の総括に関すること。

収納係

（１） 市税徴収対策に関すること。

（２） 市税及びこれに付随する税外収入の収納及び督促に関す

ること。

（３） 市税及びこれに付随する税外収入の収納及び徴収事務の

指導に関すること。

（４） 市税の収入状況の調査に関すること。

（５） 納税思想の普及宣伝に関すること。

（６） 納税貯蓄組合に関すること。

（７） 所管に属する市税の証明に関すること。
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「市民部 「市民総務部
第３条市民文化スポーツ局市民部の項中 を

総務課」 総務区政課」

に改め、同条市民文化スポーツ局市民部総務課の項中「企画調整係」を「区

政係」に改め、同条市民文化スポーツ局市民部区政課の項中「区政課」を「

戸籍住民課」に改め、同条市民文化スポーツ局市民部地域振興課の項及び同

条市民文化スポーツ局市民部市民活動推進課の項を削り、同条市民文化スポ

ーツ局市民部の項の次に次のように加える。

地域・人づくり部

地域振興課

コミュニティ活動支援係

（１） 課の庶務に関すること。

（２） コミュニティ活動の促進に関すること。

（３） 市政連絡事務制度に関すること。

（４） 地縁による団体の認可並びに認可地縁団体の印鑑の登録

及び証明に関すること。

（５） 離島振興に関すること。

（６） 市民センターの管理運営に関すること。

（７） 市民センターの整備に関すること。

市民活動推進課

市民活動推進係

（１） 課の庶務に関すること。

（２） 市民活動団体等の活動の推進に関すること。

（３） 特定非営利活動法人の認証及び認定特定非営利活動法人

の認定に関すること。

（４） 市民活動団体等との協働によるまちづくりの推進に関す

ること。

生涯学習課

管理係

（１） 課の庶務に関すること。

（２） 社会教育施設（生涯学習センター及び婦人会館に限る。

）の管理及び連絡調整に関すること。

（３） 公民館類似施設等の助成に関すること。

（４） 社会教育委員の会議等に関すること。

生涯学習係
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（１） 社会教育（他課の所管に属するものを除く。）に関する

こと。

（２） 社会教育関係団体（他課の所管に関するものを除く。）

に関すること。

（３） 生涯学習の企画及び調整に関すること。

第３条市民文化スポーツ局スポーツ部大規模大会誘致推進室の項を削り、

同条市民文化スポーツ局スポーツ部の項の次に次のように加える。

大規模大会誘致推進室

（１） 室の庶務に関すること。

（２） スポーツ大会の誘致に関すること。

第３条保健福祉局総務部総務課庶務係の項中第７号及び第８号を削り、第

９号を第７号とし、同条保健福祉局総務部総務課社会振興係の項中第８号を

第１０号とし、第７号の次に次の２号を加える。

（８） 社会福祉統計の総括に関すること。

（９） 保健福祉総合情報システムの管理及び運用に関すること

。

第３条保健福祉局総務部総務課社会振興係の項の次に次のように加える。

法人指導係

（１） 社会福祉法人及び社会福祉施設の監査及び指導に関する

こと（他局の所管に属するものを除く。）。

（２） 保健福祉オンブズパーソン事業に関すること。

第３条保健福祉局総務部総務課計画係の項第４号を次のように改める。

（４） 保健福祉分野に係る地方創生の推進に関すること。

第３条保健福祉局総務部監査指導課の項を削り、同条保健福祉局地域支援

部の項を次のように改める。

地域福祉部

長寿社会対策課

企画調整係

（１） 部、課の庶務に関すること。

（２） 長寿社会対策に関する調査、研究及び企画（他課の所管

に属するものを除く。）に関すること。

（３） 老人福祉計画に関すること。

在宅高齢者支援係

（１） 高齢者の在宅福祉（他係の所管に属するものを除く。）

に関すること。
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（２） 高齢者の権利擁護に関すること。

（３） 高齢者支援システムに関すること。

生涯現役推進係

（１） 生涯現役社会の推進に関すること（他課の所管に属する

ものを除く。）。

（２） 老人クラブに関すること。

（３） 敬老行事及び長寿祝金に関すること。

認知症支援・介護予防センター

情報・調整係

（１） センターの庶務に関すること。

（２） 認知症支援及び介護予防に係る情報収集及び発信に関す

ること。

（３） 健康づくり（他課の所管に属するものを除く。）に関す

ること。

認知症対策推進係

（１） 認知症対策の企画に関すること。

（２） 認知症支援に関すること。

地域活動推進係

（１） 介護予防の総括に関すること。

（２） 介護予防の企画、調査等に関すること。

（３） 介護予防に係る人材育成、交流及び地域活動支援に関す

ること。

（４） 介護予防・生活支援サービス事業（短期集中予防サービ

スに限る。）に関すること。

地域福祉推進課

地域福祉推進係

（１） 課の庶務に関すること。

（２） いのちをつなぐネットワークの構築の推進に関すること

。

（３） 民生委員に関すること。

（４） 避難行動要支援者避難支援事業（福祉避難所に係るもの

に限る。）に関すること。

（５） 区役所における地域福祉推進事業に関すること。

（６） 社会福祉協議会に関すること。

（７） 地域福祉振興基金に関すること。
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（８） 北九州市立福祉会館に関すること。

（９） 生活困窮者自立支援法（平成２５年法律第１０５号）に

関すること。

（１０） 地域福祉計画に関すること。

（１１） 生涯現役社会の推進に関すること。

地域支援係

（１） 地域包括支援センターの総括に関すること。

（２） 地域における保健福祉活動の総括に関すること。

（３） 地域包括ケアの推進に関すること。

（４） 介護予防・生活支援サービス事業（短期集中予防サービ

スに係るものを除く。）に関すること。

（５） 総合事業・地域包括支援センター運用システムに関する

こと。

介護保険課

企画管理係

（１） 課の庶務に関すること。

（２） 介護保険事業計画に関すること。

（３） 国・県の負担金等に関すること。

（４） 国民健康保険団体連合会に関すること。

保険係

（１） 介護保険の被保険者の資格及び給付に関すること。

（２） 要介護及び要支援認定事務に関すること（他係の所管に

属するものを除く。）。

（３） 介護保険の保険料に関すること。

認定審査係

（１） 要介護及び要支援認定の審査に関すること。

居宅サービス係

（１） 居宅サービス事業者の指定に関すること（他係の所管に

属するものを除く。）。

（２） 居宅介護支援事業者の指定に関すること。

地域密着型サービス係

（１） 地域密着型サービス事業者の指定に関すること。

施設サービス係

（１） 介護保険施設の指定に関すること。

（２） 養護老人ホーム、特別養護老人ホーム及び軽費老人ホー
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ムの設置に関すること。

（３） 特定施設入居者生活介護事業者の指定に関すること。

（４） 有料老人ホームに関すること。

（５） 所管に属する社会福祉法人の認可に関すること。

事業者支援係

（１） 介護保険サービス事業者の育成支援に関すること。

（２） 介護サービスの質の評価に関すること。

介護保険事業者指導係

（１） 介護保険事業者の監査及び指導に関すること。

保護課

管理係

（１） 課の庶務に関すること。

（２） 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）による保護施

設に関すること。

（３） 生活保護法に関する国庫負担金、国庫補助金及び国庫委

託金に関すること。

保護係

（１） 生活保護法の施行（他係の所管に属するもの除く。）に

関すること。

（２） 行旅病人及び行旅死亡人に関すること。

（３） 医療機関、介護機関等の指定、指導及び検査に関するこ

と。

（４） 生活保護の統計に関すること。

（５） 診療報酬及び介護報酬の審査及び決定に関すること。

（６） 医療扶助審議会に関すること。

（７） 中国残留邦人等に係る支援給付及び配偶者支援金の支給

に関すること。

（８） 診療報酬及び介護報酬の支払いに関すること。

（９） 生活保護業務に係る職員研修に関すること。

（１０） ホームレスの自立支援及び実施計画に関すること。

指導係

（１） 生活保護の監査及び指導に関すること。

第３条保健福祉局障害福祉部障害福祉課の項中「障害福祉課」を「障害福

祉企画課」に改め、同条保健福祉局障害福祉部障害福祉課在宅支援係の項中

第６号から第１１号までを削り、同項第１２号中「虐待防止」を「差別解消
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」に改め、同号を同項第６号とし、同条保健福祉局障害福祉部障害福祉課指

定指導係の項及び同条保健福祉局障害福祉部障害福祉課障害者事業支援係の

項を削り、同条保健福祉局障害福祉部障害福祉課の項の次に次のように加え

る。

障害者支援課

障害福祉施設係

（１） 課の庶務に関すること。

（２） 障害福祉施設の整備及び運営に関すること。

（３） 障害児の支援に関すること（他係の所管に属するものを

除く。）。

指定指導係

（１） 障害福祉サービス事業者、障害児通所支援事業者等の指

定、監査及び指導に関すること。

（２） 所管に属する社会福祉法人の認可に関すること。

障害者事業支援係

（１） 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するため

の法律（平成１７年法律第１２３号）に基づく介護給付及び訓

練等給付に関すること。

（２） 障害支援区分認定に関すること（総合保健福祉センター

リハビリテーション推進課の所管に属するものを除く。）。

障害者相談支援係

（１） 障害者の相談支援に関すること。

（２） 障害者の地域生活移行に関すること。

（３） 障害者の虐待防止に関すること。

（４） 発達障害者及び精神障害者の支援に関すること。

（５） 障害者の社会参加に関すること。

（６） 障害者スポーツの振興に関すること。

（７） 障害者の芸術、文化及び余暇活動の支援に関すること。

（８） 心身障害者扶養共済に関すること。

（９） 特別障害者手当等に関すること。

「保健医療部 「健康医療部

第３条保健福祉局保健医療部の項中 保健医療課 を 地域医療課

保健医療係」 地域医療

に改め、同条保健福祉局保健医療部保健医療課保健医療係の項第５号中
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係」

「リハビリテーション」を「在宅医療」に改め、同条保健福祉局保健医療部

生活衛生課の項を次のように改める。

健康推進課

企画係

（１） 課の庶務に関すること。

（２） 健康増進法（平成１４年法律第１０３号）の規定による

健康増進事業に関すること。

（３） 健康増進計画に関すること。

（４） 健康増進事業に係る調査、研究、企画及び調整に関する

こと。

（５） 健康づくりに関すること。

（６） 栄養改善及び食育推進に関すること。

（７） 歯科保健に関すること。

（８） 口腔保健支援センターに関すること。

（９） 疾病対策に関すること。

国保健診係

（１） 国民健康保険の特定健診及び特定保健指導に関すること

。

第３条保健福祉局保健医療部の項の次に次のように加える。

保健衛生部

保健衛生課

環境衛生係

（１） 部、課の庶務に関すること。

（２） 市立の火葬場及び納骨堂に関すること。

（３） 旅館、興行場、公衆浴場、墓地、化製場、温泉等の衛生

に係る総括に関すること。

（４） 理容所、美容所及びクリーニング所の衛生に係る総括に

関すること。

（５） 特定建築物の衛生に係る総括に関すること。

（６） 有害物質を含有する家庭用品の衛生に係る総括に関する

こと。

（７） 専用水道及び簡易専用水道並びにプール等の衛生に係る

総括に関すること。

（８） 衛生害虫等に係る相談の総括に関すること。
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（９） その他生活衛生の向上に関すること。

（１０） 生活衛生に係る試験、調査及び研究に関すること。

（１１） 微生物に係る試験、調査及び研究に関すること。

感染症予防係

（１） 感染症の予防及び医療に関すること。

（２） 予防接種に関すること。

（３） 局における健康危機管理の総括に関すること。

（４） 原子爆弾被爆者の医療等に関すること。

食品衛生係

（１） 食品衛生に係る総括に関すること。

（２） 食品表示（保健事項を除く。）に係る総括に関すること

。

（３） 食品表示（品質事項に限る。）に関する指導、調査等に

関すること。

（４） 調理師、製菓衛生師及びふぐ処理師の資格等の総括に関

すること。

（５） 狂犬病予防の総括に関すること。

（６） 動物の愛護及び管理の総括に関すること。

（７） 飼い犬の取締り及び野犬捕獲の総括に関すること。

（８） と畜場及び食鳥処理の事業の総括に関すること。

（９） 動物愛護センターに関すること。

（１０） 食肉センターに関すること。

（１１） 食品衛生協会その他関係団体との連絡調整に関するこ

と。

医務薬務課

医務係

（１） 課の庶務に関すること。

（２） 地域保健法（昭和２２年法律第１０１号）第５条第１項

の規定に基づく保健所の総括に関すること。

（３） 医務に係る申請等の受付及び実地検査に関すること。

（４） 診療所の許可に関すること。

（５） 医療監視に関すること。

（６） 医療安全相談コーナーの運営に関すること。

（７） 医療安全の啓発に関すること。

（８） 保健所運営協議会に関すること。
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（９） 使用料及び手数料の収納に関すること。

放射線係

（１） 放射線検査に関すること。

（２） 放射線施設に係る申請等の受付及び実地検査に関するこ

と。

（３） 放射線施設に係る医療監視に関すること。

薬務係

（１） 薬務に係る申請等の受付に関すること。

（２） 薬局の開設及び医薬品販売業等の許可及び監視指導に関

すること。

（３） 毒物劇物販売業に係る申請等の受付及び監視指導並びに

登録に関すること。

（４） 薬物乱用防止等啓発事業に関すること。

（５） 不正大麻・けし撲滅運動に関すること。

保健予防課

予防係

（１） 課の庶務に関すること。

（２） 予防接種に関すること。

（３） 感染症の予防及び医療に関すること。

（４） 感染症診査協議会に関すること。

（５） 検診車の管理及び運行に関すること。

（６） 感染症患者の移送に関すること。

検査係

（１） 衛生試験検査に関すること。

精神保健係

（１） 精神障害者の医療及び保護に関すること。

（２） 精神科病院の指導監督に関すること。

（３） その他精神保健及び精神障害者福祉事業に関すること。

東部生活衛生課

西部生活衛生課

環境衛生係

（１） 課の庶務に関すること。

（２） 使用料及び手数料の収納に関すること（西部生活衛生課

に限る。）。

（３） 医療従事者等の免許に係る申請等の受付及び交付に関す
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ること。

（４） 旅館、興行場、公衆浴場、墓地、化製場、温泉等に係る

許可及び衛生指導に関すること。

（５） 理容所、美容所及びクリーニング所の施設の確認及び衛

生指導に関すること。

（６） 特定建築物の衛生指導に関すること。

（７） 専用水道の確認及び衛生指導に関すること。

（８） 簡易専用水道及びプール等の衛生指導に関すること。

（９） 有害物質を含有する家庭用品の衛生指導に関すること。

（１０） 衛生害虫等に係る相談に関すること。

（１１） その他環境衛生に関すること。

食品衛生第一係

食品衛生第二係

（１） 食品衛生に係る許可及び衛生指導に関すること（他係の

所管に属するものを除く。）。

（２） 食品表示（保健事項を除く。）に関する指導、調査等に

関すること。

（３） 調理師、製菓衛生師及びふぐ処理に関すること。

（４） 犬の登録及び予防注射の実施に関すること。

（５） と畜場及び食鳥処理の事業の許可及び衛生指導に関する

こと。

（６） 食品衛生協会その他関係団体の指導及び育成に関するこ

と。

食品監視検査課

食品衛生検査所

（１） 課の庶務に関すること。

（２） 中央卸売市場及び公設地方卸売市場の食品関係営業施設

等の監視及び指導に関すること。

（３） 中央卸売市場、公設地方卸売市場、食品製造施設等で取

り扱う食品等の試験、検査及び調査に関すること。

（４） 所の維持管理に関すること。

広域指導係

（１） 大規模食品製造業及び集団給食施設の監視、指導及び調

査に関すること。

（２） 総合衛生管理製造過程に関する調査及び衛生指導に関す
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ること。

（３） 食品製造業等に関する調査研究及び技術研修に関するこ

と。

第３条子ども家庭局子ども家庭部総務企画課の項の次に次のように加える

。

監査指導課

監査指導係

（１） 課の庶務に関すること。

（２） 児童福祉施設を運営する社会福祉法人及び児童福祉施設

等の監査及び指導に関すること。

第３条子ども家庭局子ども家庭部青少年課若者支援係の項を削り、同条環

境局環境監視部産業廃棄物対策課の項を次のように改める。

産業廃棄物対策課

指導係

（１） 課の庶務に関すること。

（２） 不法投棄防止対策に関すること。

（３） 産業廃棄物処理の監視指導に関すること。

（４） あき地等に繁茂する雑草の調査並びに除草の指導及び勧

告に関すること。

（５） 雑草等の除去の委託に関すること。

産業廃棄物対策係

（１） 産業廃棄物処理業の許可に関すること。

（２） 産業廃棄物処理施設に係る許可に関すること。

（３） 使用済自動車の再資源化等に関する法律（平成１４年法

律第８７号）に係る届出の受理及び許可に関すること。

（４） 行政処分に関すること（産業廃棄物及び使用済自動車の

再資源化等に関するものに限る。）。

（５） 産業廃棄物の適正処理の推進に関すること。

第３条産業経済局総務政策部雇用政策課労政企画係の項第４号中「雇用創

出」を「その他雇用政策」に改め、同条産業経済局総務政策部雇用政策課雇

用対策係の項を次のように改める。

雇用対策係

（１） 若者ワークプラザ北九州に関すること。

（２） Ｕ・Ｉターン就職促進に関すること。

（３） 高年齢者就業支援センターに関すること。
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（４） シルバー人材センターに関すること。

（５） 新卒者の地元就職促進に関すること。

（６） 地元企業の魅力発信及び人材確保に関すること。

（７） 技術及び技能の振興及び継承に関すること。

（８） 産業技術保存継承センターに関すること。

（９） その他失業対策等雇用機会の創出に関すること。

第３条産業経済局新成長戦略推進室の項中「新成長戦略推進室」を「新成

長戦略推進部」に改め、同条産業経済局新成長戦略推進室産業政策課産業政

策係の項第１号中「室」を「部」に改め、同条産業経済局新成長戦略推進室

サービス産業政策課の項を次のように改める。

商業・サービス産業政策課

商業振興係

（１） 課の庶務に関すること。

（２） 商店街の振興に関すること。

（３） 商業振興に関する企画及び調査に関すること。

（４） 大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号）に関

すること。

（５） 商店街振興組合法（昭和３７年法律第１４１号）に関す

ること。

（６） 関係団体との連絡調整に関すること。

サービス産業政策係

（１） サービス産業の振興に関すること。

（２） サービス産業の振興に係る関係部局との連絡調整に関す

ること。

第３条産業経済局新成長戦略推進室の項に次のように加える。

中小企業振興課

中小企業係

（１） 課の庶務に関すること。

（２） 中小企業の振興及び助成に関すること。

（３） 中小企業諸団体の育成に関すること。

（４） 中小企業の人材育成に関すること。

（５） 中小企業の技術交流推進に関すること。

（６） 創業支援に関すること。

（７） 中小企業の金融及び相談に関すること。

（８） ベンチャー企業の創出に関すること。
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第３条産業経済局産業振興部の項を削り、同条産業経済局企業立地支援部

の項中「企業立地支援部」を「企業支援・産学連携部」に改め、同項に次の

ように加える。

新産業振興課

新産業係

（１） 課の庶務に関すること。

（２） 産学連携及び学術振興の総括に関すること。

（３） 共同研究及び技術開発の支援に関すること。

（４） 技術移転の推進に関すること。

（５） 九州ヒューマンメディア創造センターに関すること。

（６） 北九州学術研究都市の整備及び施設の管理運営に関する

こと。

（７） 北九州産業学術推進機構に関すること。

（８） 次世代エネルギー産業、先端産業、自動車産業及びロボ

ット産業の振興に関すること。

（９） 科学技術政策に関する企画及び調査に関すること。

（１０） 株式会社北九州テクノセンターに関すること。

（１１） その他新産業の創出及び振興に関すること。

第３条産業経済局観光にぎわい部商業振興課の項を削り、同条産業経済局

農林水産部水産課漁政係の項中第４号を削り、第５号を第４号とし、第６号

を第５号とし、第７号を削り、同条産業経済局農林水産部水産課水産振興係

の項第４号中「漁業協同組合」を「水産団体（漁業協同組合を含む。）」に

改め、同項に次の１号を加える。

（５） 水産金融に関すること。

第３条建設局用地部用地管理課補償係の項第２号中「審査（」の次に「建

築都市局住宅整備課及び」を加え、同条建設局河川部水環境課ほたる係の項

第１号中「、河川整備課」を「（部内他課、室を含む。）」に改め、同条建

設局河川部の項に次のように加える。

神嶽川旦過地区整備室

計画推進係

（１） 神嶽川旦過地区の整備に関すること。

第３条建築都市局総務部の項に次のように加える。

都市景観課

景観形成係

（１） 課の庶務に関すること。
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（２） 景観に係る企画及び調整に関すること。

（３） 景観法（平成１６年法律第１１０号）、北九州市都市景

観条例（平成２０年北九州市条例第５２号）及び関門景観条例

（平成１３年北九州市条例第３５号）に関すること。

（４） 景観に係る届出及び指導に関すること。

（５） その他都市景観に関すること（他課の所管に属するもの

を除く。）。

景観づくり支援係

（１） 地域の景観づくり活動への支援に関すること。

（２） 景観アドバイザー制度に関すること。

（３） 景観に係る届出及び指導に関すること（他係の所管に属

するものを除く。）。

（４） 都市景観賞等の市民啓発に関すること。

第３条建築都市局計画部都市計画課計画調整係の項中第８号を削り、第９

号を第８号とし、第１０号を第９号とし、第１１号を第１０号とし、同条建

築都市局計画部都市計画課事業調整係の項を削り、同条建築都市局計画部都

市計画課土地利用係の項に次の１号を加える。

（６） 立地適正化計画に係る区画等に関すること。

第３条建築都市局計画部都市計画課地区計画係の項に次の２号を加える。

（３） 地区計画等策定市民支援事業に関すること。

（４） 立地適正化計画に係る届出等に関すること。

第３条建築都市局計画部都市計画課景観形成係の項及び同条建築都市局計

画部都市計画課景観づくり支援係の項並びに同条建築都市局都市マネジメン

ト政策室の項を削り、同条建築都市局指導部建築指導課建築法規係の項第６

号中「等に基づく認定」を削り、同項中第８号を第９号とし、第７号を第８

号とし、第６号の次に次の１号を加える。

（７） 特定既存耐震不適格建築物の耐震改修工事費等の助成に

関すること。

第３条建築都市局指導部建築審査課審査係の項第２号中「仮使用承認」を

「仮使用認定」に改め、同条建築都市局指導部建築審査課設備係の項に次の

２号を加える。

（６） 建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律（平成

２７年法律第５３号）に基づく容積率特例認定及びに表示認定

に関すること。

（７） 都市の低炭素化の促進に関する法律（平成２４年法律第
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８４号）に基づく低炭素建築物の認定に関すること。

第３条建築都市局整備部区画整理課管理係の項第６号中「不服申立て」を

「審査請求」に改め、同条建築都市局まちづくり推進室まちづくり推進課の

項を次のように改める。

まちづくり推進課

事業調整係

（１） 室の庶務に関すること。

（２） 局所管事業の企画及び調整に関すること。

（３） 都市再生整備計画の総括に関すること。

（４） 局の所管に属する公共事業に係る補助金、負担金等の総

括に関すること。

（５） 大規模未利用地及び民間開発に関すること（他課の所管

に属するものを除く。）。

（６） 都心・副都心等の街なか拠点のまちづくりに係る調査及

び計画に関すること。

第３条建築都市局住宅部住宅計画課住宅政策係の項に次の１号を加える。

（６） 狭あい道路拡幅整備事業の推進に関すること。

第３条建築都市局住宅部住宅計画課民間住宅係の項第４号を削り、同条建

築都市局建築部建築課計画調整係の項に次の１号を加える。

（６） 北九州スタジアムの整備に関すること。

第３条建築都市局建築部建築課建築保全係の項第７号を削り、同条港湾空

港局総務港営部の項中「総務港営部」を「総務部」に改め、同条港湾空港局

総務港営部総務課庶務係の項中第９号を削り、第１０号を第９号とし、同条

港湾空港局総務港営部総務課経理係の項に次の１号を加える。

（３） ひびき灘開発株式会社に関すること。

第３条港湾空港局総務港営部総務課交流係の項及並びに同条港湾空港局総

務港営部港営課の項、同条港湾空港局総務港営部物流振興課の項及び同条港

湾空港局総務港営部立地促進課の項を削り、同条港湾空港局総務港営部の項

の次に次のように加える。

港営部

港営課

港務係

（１） 部、課の庶務に関すること。

（２） 港湾の振興に関すること（他係の所管に属するものを除く

。）。
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（３） 港湾施設の使用料、手数料等の総括に関すること。

（４） 清港事業の総括に関すること。

（５） 港湾料率表の作成及び公表に関すること。

（６） 船員及び港湾労働者等の福利厚生に関すること。

（７） 水難救護法（明治３２年法律第９５号）の施行に係る総

括に関すること（海面に係るものに限る。）。

（８） 港湾施策の企画に関すること。

（９） 通関、入国管理及び検疫に関する国の機関に関すること

。

（１０） 港湾施設その他の財産の管理に伴う補償（工事に係る

ものを除く。）及び賠償に関すること（係争に係るものに限る

。）。

海務・情報係

（１） 港湾施設の管理運営の総括に関すること（係留施設に係

るものに限る。）。

（２） 船舶の入出港届の受理及び船席指定に関すること。

（３） 港湾施設の使用料（岸壁使用料に限る。）及び入港料の

徴収に関すること。

（４） 港務通信に関すること。

（５） 港湾情報システムの総括に関すること。

（６） 港湾事務の情報化に関すること。

（７） 港湾の保安対策に関すること。

設備係

（１） 荷役機械等の工事の設計、施工及び検査に関すること。

（２） 設備工事の設計、施行及び検査並びに設備の保守点検に

関すること。

（３） 港湾施設及び海岸保全施設の維持管理計画に関すること

。

（４） 港湾の保全対策に関すること。

（５） 北九州埠頭株式会社及び小倉国際流通センター株式会社

に関すること。

指導調整係

（１） 港湾区域内及び港湾隣接地域内における水域の占有等に

関すること。

（２） 臨港地区内における構築物の規制及び行為の届出等の総
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括に関すること。

（３） 公有水面（漁港区域以外の海面に限る。）埋立の免許に

関すること。

（４） 海岸保全区域内の規制の総括に関すること。

（５） 砂利採取法の規定による砂利採取計画（漁港区域以外の

海面に係るものに限る。）の認可に関すること。

業務管理係

（１） 港湾施設、海岸保全施設その他港湾の利用に関する財産

の管理運営の総括に関すること（他課の所管に属するものを除

く。）。

（２） 国有港湾施設の管理受託に関すること。

（３） 港湾台帳、海岸保全区域台帳及び公有財産台帳に関する

こと。

（４） 港湾施設その他の財産の管理に伴う補償（工事に係るも

のを除く。）及び賠償に関すること（係争に係るものを除く。

）。

（５） 港湾施設等の管理に関すること（他係の所管に属するも

のを除く。次号及び第７号において同じ。）。

（６） 臨海地区内における建築物の規制及び行為の届出等に関

すること。

（７） 海岸保全区域内の規制等に関すること。

（８） 港湾施設の使用料、手数料及び普通財産の貸付料等に関

すること。

業務第一係

業務第二係

業務第三係

業務第四係

（１） 港湾施設等の管理運営に関すること。

（２） 埠頭構内の取締りに関すること。

（３） 港内清掃等に関すること。

（４） 水難救護法の施行に関すること（海面に係るものに限る

。）。

（５） 港湾施設の使用料、手数料等（他課の所管に属するもの

を除く。）に関すること。

（６） 臨港鉄道の管理運営に関すること（業務第二係に限る。
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）。

（７） 海岸保全区域内の占用等に関すること。

みなと振興部

物流振興課

物流振興係

（１） 部、課の庶務に関すること。

（２） 航路誘致及び集貨対策に関すること。

（３） 物流拠点都市づくりに係る連絡調整に関すること。

（４） 北九州貨物鉄道施設保有株式会社に関すること。

（５） 基幹統計その他港湾に関する各種統計に関すること。

（６） ひびきコンテナターミナル株式会社に関すること。

立地促進係

（１） 企業立地戦略の企画に関すること。

（２） 臨海部産業用地への企業立地の促進に関すること。

（３） 局の所管に属する普通財産の処分に関すること。

（４） 企業立地の促進に係る行政支援に関すること。

クルーズ・交流課

交流・イベント係

（１） 課の庶務に関すること。

（２） 港湾に係る国際交流に関すること。

（３） 北九州港のにぎわいづくり及びＰＲに関すること。

（４） 北九州港振興協会に関すること。

クルーズ誘致係

（１） クルーズ客船の誘致に関すること。

第３条港湾空港局整備保全部整備保全課 の項を次のように改め
設計第一係

設計第二係

る。

設計第一係

（１） 東部地区（門司区、小倉北区及び小倉南区をいう。以下

同じ。）における工事の調査及び設計に関すること。

（２） 東部地区における工事の検査に関すること。

（３） 東部地区における港湾施設の改築に係る工事の調査、設

計及び施工に関すること。

第３条港湾空港局整備保全部整備保全課工事第一係の項を次のように改め

る。
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設計第二係

（１） 西部地区（若松区、八幡東区、八幡西区及び戸畑区をい

う。以下同じ。）における工事の調査及び設計に関すること。

（２） 西部地区における工事の検査に関すること。

第３条港湾空港局整備保全部整備保全課工事第二係の項を次のように改め

る。

東部工事係

（１） 東部地区における港湾施設の保全及び維持修繕に係る工

事に関すること。

（２） 東部地区における港湾区域内、港湾隣接地域内及び海岸

保全区域内の行為等の規制に関する技術審査に関すること。

第３条港湾空港局整備保全部整備保全課工事第三係の項を次のように改め

る。

西部工事係

（１） 西部地区における港湾施設の保全及び維持修繕に係る工

事に関すること。

（２） 西部地区における港湾施設の改築に係る工事の調査、設

計及び施行に関すること。

（３） 西部地区における港湾区域内、港湾隣接地域内及び海岸

保全区域内の行為等の規制に関する技術審査に関すること。

第３条港湾空港局整備保全部整備保全課の項に次のように加える。

保全係

（１） 港湾施設の保全及び維持修繕に係る工事施工の総括に関

すること。

（２） 港湾施設の維持管理計画に基づく施設（建築設備を除く

。）の点検及び診断に関すること。

（３） 維持管理計画に対する技術的指導に関すること。

第３条港湾空港局整備保全部計画課の項に次のように加える。

開発係

（１） 港湾再開発に関すること。

（２） 海辺のマスタープランに関すること。

（３） 工事に係る土地、工作物その他の物件の取得、移転及び

借受け並びにこれらに伴う調整及び補償に関すること。

（４） 港湾事業の調査及び調整に関すること。

第３条港湾空港局整備保全部開発課の項を次のように改める。
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エネルギー産業拠点化推進課

エネルギー産業拠点化推進係

（１） 課の庶務に関すること。

（２） 臨海部におけるエネルギー関連産業の拠点化に関するこ

と。

（３） 洋上風力発電産業の総合拠点化に関すること。

（４） 臨海部産業用地へのエネルギー産業の立地促進に係る行

政支援に関すること。

（５） 響灘エネルギー産業拠点化推進期成会に関すること。

（６） 響灘地区風力発電推進協議会の運営に関すること。

（７） エネルギー産業の拠点化に係る関係機関との連絡調整に

関すること。

第４条会計室管理係の項中「管理係」を「企画管理係」に改め、同項中第

１４号を第１７号とし、第１３号の次に次の３号を加える。

（１４） 会計制度の企画及び調整に関すること。

（１５） 会計事務の指導に関すること。

（１６） 出納職員に関すること。

「審

「審査第一係 審

審査第二係 審
第４条会計室指導係の項を削り、同条会計室の項中 を

審査第三係」 審

査指導第一係

に改め、同項に次の１号を加える。
査指導第二係

査指導第三係

査指導第四係」

（３） 会計事務の指導に関すること。

第５条第３項中「世界遺産登録推進室、臨時福祉給付金室、認知症対策室

」を「臨時福祉給付金室、障害者就労支援室」に改め、同条第４項中「総務

企画局」を「総務局」に、「担当部長（以下「安全管理担当部長」を「参事

（以下「安全管理担当参事」に改め、同条第６項中「、相談役」を削り、「

安全管理担当部長を除く。）、担当課長（審査担当課長を除く。）」を「安

全管理担当参事及び保健所担当部長を除く。）、参事、担当課長、主幹（審

査指導担当主幹を除く。）」に改め、同項を同条第８項とし、同条第５項中

「担当課長（以下「審査担当課長」を「主幹（以下「審査指導担当主幹」に

改め、同項を同条第６項とし、同項の次に次の１項を加える。
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７ 保健福祉局保健衛生部食品監視検査課に食品衛生検査所長を置く。

第５条第４項の次に次の１項を加える。

５ 保健福祉局に地域保健法第５条第１項の規定に基づく保健所を担任する

担当部長（以下「保健所担当部長」という。）を置く。

第６条第４項中「担当課長」を「参事、担当課長、主幹」に改める。

第７条中「、世界遺産登録推進室長」を削り、「区政事務センター所長」

の次に「、大規模大会誘致推進室次長」を加え、「認知症対策室長」を「認

知症支援・介護予防センター所長」に、「都市マネジメント政策室次長」を

「神嶽川旦過地区整備室長」に改める。

第８条第３項を削り、同条第４項中「技術監理室次長を含む。以下同じ」

を「保健所担当部長を除く」に改め、「技術監理室長、世界遺産登録推進室

長、」及び「認知症対策室長」を削り、「障害者就労支援室長」の次に「、

神嶽川旦過地区整備室長」を加え、「及び安全・安心相談センター所長」を

「、安全・安心相談センター所長、認知症支援・介護予防支援センター所長

及び食品衛生検査所長」に改め、同項を同条第３項とし、同項の次に次の１

項を加える。

４ 保健所担当部長に事故があるとき、又は保健所担当部長が欠けたときは

、保健福祉局保健衛生部医務薬務課長が代理する。

第８条第５項中「審査担当課長」を「審査指導担当主幹」に改める。

第９条中「（技術監理室長を含む。）」を削り、「安全管理担当部長」を

「安全管理担当参事及び保健所担当部長」に改める。

第１０条を第１１条とし、第９条の次に次の１条を加える。

（保健所）

第１０条 地域保健法第５条第１項の規定に基づく保健所は、保健福祉局保

健衛生部医務薬務課、保健予防課、東部生活衛生課、西部生活衛生課及び

食品監視検査課をもって構成し、保健所長は、保健所担当部長をもって充

てる。

（北九州市区役所等事務分掌規則の一部改正）

第２条 北九州市区役所等事務分掌規則（昭和４３年北九州市規則第７６号）

の一部を次のように改正する。

第１条中「区役所に次の課及び係を置く」を「区の設置並びに区に事務所

の位置、名称、所管区域及び事務分掌に関する条例（昭和３８年北九州市条

例第５８号）第２条の区の事務所の組織は、次のとおりとする」に改める。

第３条第４項中「、相談役」を削り、「担当課長」を「参事、担当課長、

主幹」に改め、同項を同条第５項とし、同条第３項の次に次の１項を加える
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。

４ 保健福祉課に高齢者福祉及び障害者福祉に係る事務を担当する担当課長

（以下「保健福祉・相談担当課長」という。）を置く。

第４条第３項中「担当課長」の次に「、主幹」を加える。

第６条第４項中「課長に」を「課長（保健福祉・相談担当課長を含む。以

下同じ。）に」に改める。

（北九州市事業所事務分掌規則の一部改正）

第３条 北九州市事業所事務分掌規則（昭和４３年北九州市規則第７７号）の

一部を次のように改正する。

第４条第２項中「職員研修所、シティプロモーション首都圏本部」を「シ

ティプロモーション首都圏本部、職員研修所」に改め、「、動物愛護センタ

ー」を削り、「第２夜間・休日急患センター」の次に「、動物愛護センター

」を加え、「、総合保健福祉センター」、「、ユースステーション」及び「

、総合保健福祉センターに保健所長及び食品衛生検査所長」を削り、「副所

長」の次に「、文書館」を加え、同条第３項中「担当課長」を「参事、担当

課長、主幹」に改める。

第５条第１項中「（保健所長及び食品衛生検査所長を含む。）」を削り、

同条第２項中「担当課長」を「参事、担当課長、主幹」に改める。

第７条第２項を削り、同条第３項を同条第２項とし、同条第４項中「（総

合保健福祉センターにおける食品衛生検査所長を含む。）」を削り、同項を

同条第３項とし、同条第５項を同条第４項とし、同条第６項を同条第５項と

する。

第８条中「（保健所長を含む。）」を削る。

第１０条を削り、第１１条を第１０条とし、同条の次に次の１条を加える

。

（身体障害者更生相談所及び知的障害者更生相談所）

第１１条 身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１１条第１項

の規定に基づく身体障害者更生相談所及び知的障害者福祉法（昭和３５年

法律第３７号）第１２条第１項の規定に基づく知的障害者更生相談所は、

総合保健福祉センター地域リハビリテーション推進課をもって構成し、身

体障害者更生相談所長及び知的障害者更生相談所長は、総合保健福祉セン

ター地域リハビリテーション推進課長をもって充てる。

別表第１中

「

総務 総務局 北九州市立 北九州市 第３類 館長
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企画 文書館 小倉北区

局 大手町１

１番５号

を

北九州市職 北九州市 第２類 所長

員研修所 小倉北区

紺屋町１

３番１号

北九州市シ 東京都千 第２類 本部長

ティプロモ 代田区平

ーション首 河町二丁

都圏本部 目４番２

号（全国

都市会館

内）

」

「

企画 北九州市シ 東京都千 第２類 本部長

調整 ティプロモ 代田区平

局 ーション首 河町二丁

都圏本部 目４番２

号（全国

都市会館 に、

内）

総務 北九州市立 北九州市 第３類 館長総務部

局 文書館 小倉北区

大手町１

１番５号

北九州市職 北九州市 第２類 所長

員研修所 小倉北区

紺屋町１

３番１号
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」

「

市民 文化スポ 北九州市立 北九州市 第３類 所長

文化 ーツ部 埋蔵文化財 小倉北区

スポ センター 金田一丁 を

ーツ 目１番３

局 号

」

「

市民 北九州市立 北九州市 第２類 所長

文化 生涯学習総 小倉北区

スポ 合センター 大門一丁

ーツ 目６番４

局 ３号

生涯学習 北九州市立 北九州市 第３類 所長

総合セン 八幡西生涯 黒崎三丁

ター 学習総合セ 目１５番 に、

ンター ３号

文化部 北九州市立 北九州市 第３類 所長

埋蔵文化財 小倉北区

センター 金田一丁

目１番３

号

」

「

保 障害福祉部 北九州市立 北九州市 第３類 所長

健 精神保健福 小倉北区

福 祉センター 馬借一丁

祉 目７番１

局 号

北九州市立 北九州市 第３類 所長

障害福祉セ 小倉北区
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ンター 馬借一丁

目７番１

号

保 生活 北九州市立 北九州市 第４類 場長

健 衛生 東部斎場 門司区大

医 課 字猿喰１

療 ３４２番

部 地の８

北九州市立 北九州市 第４類 場長

西部斎場 八幡西区

本城五丁

目６番１

号

北九州市動 北九州市 第３類 所長 を

物愛護セン 小倉北区

ター 西港町２

４番地の

７

北九州市立 北九州市 第３類 所長

食肉センタ 小倉北区

ー 末広二丁

目３番７

号

北九州市立 北九州市 第３類 所長

夜間・休日 小倉北区

急患センタ 馬借一丁

ー 目７番１

号

北九州市立 北九州市 第３類 所長
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第２夜間・ 八幡西区

休日急患セ 黒崎三丁

ンター 目１５番

３号

人権推進セ 北九州市立 北九州市 第３類 館長

ンター 新門司地域 門司区吉

交流センタ 志新町二

ー 丁目１番

１号

」

「

保 健康医療部 北九州市立 北九州市小倉 第３類 所長

健 夜間・休日 北区馬借一丁

福 急患センタ 目７番１号

祉 ー

局

北九州市立 北九州市八幡 第３類 所長

第２夜間・ 西区黒崎三丁

休日急患セ 目１５番３号

ンター

保 保健 北九州市立 北九州市門司 第４類 場長

健 衛生 東部斎場 区大字猿喰１

衛 課 ３４２番地の に、

生 ８

部

北九州市立 北九州市八幡 第４類 場長

西部斎場 西区本城五丁

目６番１号

北九州市動 北九州市小倉 第３類 所長

物愛護セン 北区西港町２

ター ４番地の７
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北九州市立 北九州市小倉 第３類 所長

食肉センタ 北区末広二丁

ー 目３番７号

人権推進セ 北九州市立 北九州市門司 第３類 館長

ンター 新門司地域 区吉志新町二

交流センタ 丁目１番１号

ー

」

「

北九州市立 北九州市小倉 第１類 所長

総合保健福 北区馬借一丁 を

祉センター 目７番１号

」

「

北九州市立 北九州市小倉 第２類 所長

総合保健福 北区馬借一丁

祉センター 目７番１号

に、

総合保健福 北九州市立 北九州市小倉 第３類 所長

祉センター 精神保健福 北区馬借一丁

祉センター 目７番１号

」

「

北九州市立 北九州市戸畑 第３類 所長

夜宮青少年 区夜宮一丁目

センター ２番１号

を

北九州市立 北九州市八幡 第３類 所長

ユースステ 西区黒崎三丁

ーション 目１５番３号

」

「

北九州市立 北九州市戸畑 第３類 所長

夜宮青少年 区夜宮一丁目
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センター ２番１号

に

」

改める。

別表第２の文書館の項中「文書館」を に改め、同項中第７号
「文書館

管理係」

を第８号とし、第６号を第７号とし、第５号の次に次のように加える。

（６） 行政不服審査会に関すること。

別表第２の の項の次に次のように加える。東部市税事務所

西部市税事務所

生涯学習総合センター

管理運営課

庶務係

（１） センター及び生涯学習センターの庶務に関すること。

（２） センター、生涯学習センター及び婦人会館の管理運営に関す

ること。

（３） センター、八幡西生涯学習総合センター、生涯学習センター

及び婦人会館の連絡調整に関すること。

（４） 生涯学習の推進に係る調査研究に関すること。

（５） 生涯学習情報の収集及び提供に関すること。

（６） 生涯学習に関する相談に関すること。

（７） 生涯学習に係る人材の育成に関すること。

（８） 生涯学習に関する指導及び助言に関すること。

八幡西生涯学習総合センター

運営係

（１） センターの庶務に関すること。

（２） センターの管理運営に関すること。

（３） 生涯学習情報の収集及び提供に関すること。

（４） 生涯学習に関する相談に関すること。

（５） 生涯学習に係る人材の育成に関すること。

東部斎場
別表第２の精神保健福祉センターの項、障害福祉センターの項、

西部斎場

夜間・休
の項、動物愛護センターの項及び食肉センターの項を削り、同表の
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第２夜間

の項の次に次のように加える。
日急患センター

・休日急患センター

東部斎場

西部斎場

（１） 場の庶務に関すること。

（２） 火葬業務に関すること。

（３） 使用料の収納に関すること。

（４） 施設の維持管理に関すること。

動物愛護センター

（１） 所の庶務に関すること。

（２） 手数料及び費用の収納に関すること。

（３） 狂犬病予防に関すること。

（４） 動物の愛護及び管理に関すること。

（５） 飼い犬の取締り及び野犬捕獲の実施に関すること。

（６） 犬に関する衛生上の研究及び調査に関すること。

（７） 保健所との連絡に関すること。

（８） 施設の維持管理に関すること。

食肉センター

管理係

（１） 所の庶務に関すること。

（２） 使用料及び手数料の収納に関すること。

（３） と畜業者の指導及び調整に関すること。

（４） 施設の維持管理に関すること。

検査第一係

検査第二係

（１） と畜及び食鳥検査に関すること。

（２） と畜業者からの報告の徴収及び当該業者に係る立入検査

に関すること。

（３） と畜業者及び食鳥処理業者に対する命令に関すること。

別表第２の総合保健福祉センター管理課管理係の項第１号中「、保健所」

を削り、同項第５号中「及び手数料」及び「（保健所の所管に係るものを含

む。）」を削り、同項中第１０号を削り、第９号を第１０号とし、第８号を

第９号とし、第７号を第８号とし、第６号の次に次の１号を加える。

（７） 食品表示（保健事項に限る。）に関する指導、調査等に
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関すること。

別表第２の総合保健福祉センター管理課管理係の項第１１号に次のように

改める。

（１１） 難病患者等の支援に関すること。

別表第２の総合保健福祉センターの項に次のように加える。

地域リハビリテーション推進課

障害福祉係

（１） 課の庶務に関すること。

（２） 心身障害者の更生、援護等の相談に関すること。

（３） 心身障害者の医学的、心理学的及び職能的検査、診断及び

判定並びにこれらに基づく必要な指導に関すること。

（４） 心身障害者巡回相談に関すること。

（５） 心身障害者福祉に係る思想の普及に関すること。

（６） 身体障害者福祉業務についての調査及び研究に関すること

。

（７） 身体障害者の自立支援医療（更生医療に限る。）の要否の

判定に関すること。

（８） 戦傷病者の更生医療の要否の判定に関すること。

（９） 身体障害者及び戦傷病者の補装具の要否、処方及び適合判

定に関すること。

（１０） 言語機能回復訓練事業に関すること。

（１１） 中途視覚障害者緊急生活訓練事業に関すること。

（１２） 介護実習・普及センター（福祉用具プラザ北九州）に関

すること。

（１３） 関係職員の専門技術研修に関すること。

（１４） 前各号に掲げるもののほか、北九州市立障害福祉センタ

ーに関すること。

障害認定係

（１） 障害支援区分認定事務（他の所管に属するものを除く。）

に関すること。

リハビリテーション推進係

（１） 地域リハビリテーションの技術的支援に関すること。

（２） 区リハビリテーション連絡協議会に関すること。

（３） 地域リハビリテーションに関する調査、研究及び情報発信

に関すること。

44



別表第２の総合保健福祉センターの項の次に次のように加える。

精神保健福祉センター

（１） 所の庶務に関すること。

（２） 使用料及び手数料の収納に関すること。

（３） 薬品の購入並びに１件３０万円以下の医療用機器材の購入

、修繕等の契約及び検収に関すること。

（４） 精神保健及び精神障害者の福祉に関する普及啓発及び調査

研究に関すること。

（５） 関係諸機関に対する技術支援及び教育研修に関すること。

（６） 精神障害者の社会復帰に必要な相談、指導等に関すること

。

（７） 精神医療審査会に関すること。

（８） 精神障害者保健福祉手帳交付についての判定及び自立支援

医療（精神通院医療に限る。）の要否の判定に関すること。

（９） いのちとこころの支援センターに関すること。

新門司

別表第２の保健所の項及びユースステーションの項を削り、同表の日明環

皇后崎

環境センター

の項中 を「業務係」に改め、同表
境センター 業務第一係 「業務第一係

業務第二係」環境センター 業務第二係

の競輪事務所警備対策室の項中「警備対策室」を「警備対策係」に改め、同

表の競艇事務所警備対策室の項中「警備対策室」を「警備対策係」に改める

。

付 則

（施行期日）

１ この規則は、平成２８年４月１日から施行する。

（北九州市公印規則の一部改正）

２ 北九州市公印規則（昭和３８年北九州市規則第６号）の一部を次のように

改正する。

第８条第２項中「総務企画局総務部文書課長」を「総務局総務部文書課長

」に改める。

第１０条第１項中「、技術監理室長」を削り、「、広報室長及び契約室長

」を「及び広報室長」に改める。

第１５条中「総務企画局長」を「総務局長」に改める。
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別表第１の市印・市長印等の項中

「 「

総務企画 総務局総

局総務部 を 務部文書 に

文書課 課

」 」

改め、同表の専用市印・専用市役所印の人事専用北九州市印の項中

「 「

総務企画 総務企画 総務局人 総務局人

局人事部 局人事部 を 事部人事 事部人事 に

人事課長 人事課 課長 課

」 」

改め、同表の専用市印・専用市役所印の国民健康保険専用北九州市印の項中

「 「

保健福祉 保健福祉 保健福祉 保健福祉

局保健医 局保健医 局健康医 局健康医

療部保険 療部保険 療部保険 療部保険

年金課長 年金課及 を 年金課長 年金課及 に

及び区役 び区役所 及び区役 び区役所

所国保年 国保年金 所国保年 国保年金

金課長 課 金課長 課

」 」

改め、同表の専用市印・専用市役所印の項中

「

総合保 方 総合保健福 総合保健 総合保健5

健福祉 祉センター 福祉セン 福祉セン24

センタ における公 ター管理 ター管理 を

ー専用 文書用 課長 課

北九州

市印

」

「

保健所 方 保健所及び 総合保健 総合保健5

及び総 総合保健福 福祉セン 福祉セン24

合保健 祉センター ター管理 ター管理
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福祉セ における公 課長 課
に

ンター 文書用

専用北

九州市

印

」

改め、同表の専用市印・専用市役所印の帳票類専用北九州市印の項中

「 「

市名をも 市名をも

ってする ってする

総務企画 総務局長
を に、

局長が指 が指定す

定する帳 る帳票用

票用

」 」

「 「

総務企画 総務局総

局総務部 を 務部文書 に

文書課 課

」 」

改め、同表の専用市長印の項中

「

会計事 て 方 会計室にお 会計室次 会計室1

務専用 ん ける会計事 長24

北九州 書 務用

市長印

を

契約事 契約室にお 契約室管 契約室管

務専用 ける契約事 理課長 理課

北九州 務用

市長印

」

「

会計事 て 方 会計室にお 会計室次 会計室1

務専用 ん ける会計事 長24
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北九州 書 務用

市長印

建設材 れ 市長名をも 技術監理 技術監理2

料試験 い ってする建 局技術部 局技術部

成績書 書 設材料試験 検査課長 検査課
に、

専用北 成績書用

九州市

長印

契約事 て 契約部にお 技術監理 技術監理3

務専用 ん ける契約事 局契約部 局契約部

北九州 書 務用 契約制度 契約制度

市長印 課長 課

」

「

人事専 方 辞令（昇給 総務企画 総務企画

用北九 通知書を除 局人事部 局人事部35

州市長 く。）用 人事課長 人事課

印

方 昇給通知書

用、源泉徴15

収票用並び

に身分、通

勤及び勤務
を

の証明事務

用

建設材 れ 方 市長名をも 技術監理 技術監理2

料試験 い ってする建 室技術企 室技術企24

成績書 書 設材料試験 画課長 画課

専用北 成績書用

九州市

長印

」
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「

人事専 方 辞令（昇給 総務局人 総務局人

用北九 通知書を除 事部人事 事部人事35

州市長 く。）用 課長 課

印

方 昇給通知書

用、源泉徴 に15

収票用並び

に身分、通

勤及び勤務

の証明事務

用

」

改め、同表の専用市長印の表彰専用北九州市長印の項中

「 「

を に、3 4

」 」

「 「

総務企画局 総務局総務

総務部文書 を 部文書課 に

課

」 」

改め、同表の専用市長印の項中

「 「

4 5

5 6

6 7

を に
7 8

8 9

9 10
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」 」

改め、同表の専用市長印の火葬専用北九州市長印の項中

「 「

を に、10 11

」 」

「 「

保健福祉 斎場及び 保健福祉 斎場

局保健医 火葬場 局保健衛
を に

療部生活 生部保健

衛生課長 衛生課長

」 」

改め、同表の専用市長印の項中

「 「

11 12

を に、12 13

13 14

」 」

「

総合保 市長名をも 総合保健 総合保健

健福祉 ってする総 福祉セン 福祉セン

を
センタ 合保健福祉 ター管理 ター管理

ー専用 センターに 課長 課

北九州 おける公文

市長印 書用

」

「

保健所 市長名をも 総合保健 総合保健

及び総 ってする保 福祉セン 福祉セン

合保健 健所及び総 ター管理 ター管理

福祉セ 合保健福祉 課長 課
に

ンター センターに

専用北 おける公文

九州市 書用
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長印

」

改め、同表の専用市長印の営業専用北九州市長印の項中

「 「

を に、14 15

」 」

「 「

総合保健 総合保健 保健福祉 保健福祉

福祉セン 福祉セン 局保健衛 局保健衛

ター保健 ター保健 生部東部 生部東部

所東部生 所東部生 生活衛生 生活衛生
に

活衛生課 活衛生課 課長及び 課及び西
を

長及び西 及び西部 西部生活 部生活衛

部生活衛 生活衛生 衛生課長 生課

生課長 課

」 」

改め、同表の専用市長印の生活衛生専用北九州市長印の項中

「 「

を に、15 16

」 」

「 「

総合保健 総合保健 保健福祉 保健福祉

福祉セン 福祉セン 局保健衛 局保健衛

ター保健 ター保健 生部東部 生部東部

所東部生 所東部生 生活衛生 生活衛生

活衛生課 活衛生課 課長及び 課及び西

長及び総 及び総合 西部生活 部生活衛

合保健福 保健福祉 衛生課長 生課並び

祉センタ センター 並びに区 に区役所

ー保健所 保健所西 役所保健 保健福祉

西部生活 部生活衛 福祉課長 課（門司

衛生課長 生課並び （門司区 区役所、

並びに区 に区役所 役所、小 小倉南区
を に

役所保健 保健福祉 倉南区役 役所、若

福祉課長 課（門司 所、若松 松区役所
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（門司区 区役所、 区役所、 、八幡東

役所、小 小倉南区 八幡東区 区役所及

倉南区役 役所、若 役所及び び戸畑区

所、若松 松区役所 戸畑区役 役所に限

区役所、 、八幡東 所に限る る。）

八幡東区 区役所及 。）

役所及び び戸畑区

戸畑区役 役所に限

所に限る る。）

。）

」 」

改め、同表の専用市長印の中小企業振興課専用北九州市長印の項中

「 「

を に、16 17

」 」

「 「

産業経済 産業経済 産業経済 産業経済

局産業振 局産業振 局新成長 局新成長

興部中小 興部中小 戦略推進 戦略推進
に

企業振興 企業振興 部中小企 部中小企
を

課長 課 業振興課 業振興課

長

」 」

改め、同表の専用市長印の項中

「 「

17 18

18 19

19 20

20 21

21 22
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22 23

を に23 24

24 25

25 26

26 27

27 28

28 29

29 30

」 」

改め、同表の専用市長印の港湾空港局専用北九州市長印の項中

「

市長名を 港湾空港 港湾空港30

もってす 局総務港 局総務港

る港湾空 営部総務 営部総務

港局（立 課長 課

地促進課

及び空港 を

企画部を

除く。）

における

公文書用

」

「

市長名を 港湾空港 港湾空港31

もってす 局総務部 局総務部

る港湾空 総務課長 総務課

港局（エ

ネルギー
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産業拠点
に

化推進課

及び空港

企画部を

除く。）

における

公文書用

」

改め、同表の専用市長印の港湾施設使用許可事務専用北九州市長印の項中

「 「

を に、31 32

」 」

「 「

港湾空港 港湾空港 港湾空港 港湾空港

局総務港 局総務港 局港営部 局港営部
に

営部港営 営部港営 港営課長 港営課
を

課長 課

」 」

改め、同表の専用市長印の区役所専用北九州市長印の項中

「 「

市長名を 市長名を32 33

もってす もってす

る区役所 る区役所

における における

公文書用 公文書用

及び教育 及び教育

委員会教 委員会教

育機関（ 育機関（

生涯学習 中央図書

総合セン を 館及び視 に

ター、中 聴覚セン

央図書館 ターを除

及び視聴 く。）で

覚センタ 補助執行

ーを除く する市長
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。）で補 事務用

助執行す

る市長事

務用

」 」

改め、同表の専用市長印の項中

「 「

33 34

を に34 35

35 36

」 」

改め、同表の専用市長印の教育委員会専用北九州市長印の項中

「 「

市長名を 市長名を

もってす もってす

る教育委 る教育委

員会事務 員会事務

局及び教 局及び教

育委員会 育委員会

教育機関 教育機関

（生涯学 （中央図

習総合セ 書館及び
に

ンター、 視聴覚セ
を

中央図書 ンターに

館及び視 限る。）

聴覚セン で補助執

ターに限 行する市

る。）で 長事務用

補助執行

する市長

事務用

」 」

改め、同表の専用市長印の帳票類専用北九州市長印の項中
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「 「

市長名をも 市長名をも

ってする総 ってする総

務企画局長 を 務局長が指 に、

が指定する 定する帳票

帳票用 用

」 」

「 「

総務企画局 総務局総務

総務部文書 を 部文書課 に

課

」 」

改め、同表の専用市長印の帳票類専用訂正北九州市長印の項中

「 「

市長名を 市長名を36 37

もってす もってす

る総務企 る総務局

画局長が を 長が指定 に

指定する する帳票

帳票に係 に係る訂

る訂正用 正用

」 」

改め、同表の補助機関等の印の副市長印の項及び北九州市聴聞主宰者印の項

中

「 「

総務企画 総務局総

局総務部 を 務部文書 に

文書課 課

」 」

改め、同表の補助機関等の印の項中

「

保健所 方 保健所にお 総合保健 総合保健18

印 ける公文書 福祉セン 福祉セン21

用 ター管理 ター管理

課長及び 課及び総
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保健所 保健所長名 総合保健 合保健福19
を

長印 をもってす 福祉セン 祉センタ

る公文書用 ター保健 ー保健所

所西部生 西部生活

活衛生課 衛生課

長

」

「

保健所 方 保健所名を 保健福祉 保健福祉18

印 もってする 局保健衛 局保健衛21

公文書用 生部医務 生部医務

薬務課長 薬務課及

保健所 保健所長名 及び西部 び西部生19

長印 をもってす 生活衛生 活衛生課

る公文書用 課長

身体障 身体障害者 総合保健 総合保健20

害者更 更生相談所 福祉セン 福祉セン に、

生相談 長名をもっ ター地域 ター地域

所長印 てする公文 リハビリ リハビリ

書用 テーショ テーショ

ン推進課 ン推進課

知的障 知的障害者 長21

害者更 更生相談所

生相談 長名をもっ

所長印 てする公文

書用

」

「 「

を に20 22

」 」

改め、同表の補助機関等の専用印の市民課・出張所専用区長印の項中

「 「

市民文化 市民文化 市民文化 市民文化

スポーツ スポーツ スポーツ スポーツ
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局市民部 局市民部 局市民総 局市民総

区政事務 区政事務 務部区政 務部区政

センター センター 事務セン 事務セン

所長並び 並びに区 ター所長 ター並び
に

に区役所 役所市民 並びに区 に区役所
を

市民課長 課及び区 役所市民 市民課及

及び区役 役所出張 課長及び び区役所

所出張所 所 区役所出 出張所

長 張所長

」 」

改め、同表の補助機関等の専用印の市民課専用区長印の項中

「 「

市民文化 市民文化 市民文化 市民文化

スポーツ スポーツ スポーツ スポーツ

局市民部 局市民部 局市民総 局市民総

区政事務 区政事務 務部区政 務部区政

センター センター を 事務セン 事務セン に

所長及び 及び区役 ター所長 ター及び

区役所市 所市民課 及び区役 区役所市

民課長 所市民課 民課

長

」 」

改め、同表の補助機関等の専用印の帳票類専用福祉事務所長印の項中

「 「

電子計算 電子計算

機処理に 機処理に

よる福祉 よる福祉

事務所長 事務所長

名をもっ 名をもっ

てする帳 てする帳
を に

票（総務 票（総務

企画局長 局長が指

が指定す 定するも

るものに のに限る

限る。） 。）用

58



用

」 」

改め、同表の補助機関等の専用印の帳票類専用区長印の項中

「 「

総務企画 総務局総

局総務部 を 務部文書 に

文書課 課

」 」

改める。

別表第２の３ 専用市長印の表中ひな型３６をひな型３７とし、ひな型３

からひな型３５までを１ずつ繰り下げ、ひな型２の次に次のように加える。

３

北 九 州

市 長 印

別表第２の４ 補助機関等の印の表中ひな型２０をひな型２２とし、ひな

型１９の次に次のように加える。

２０ ２１

北 九 州 市 北 九 州 市

身 体 障 害 者 知 的 障 害 者

更 正 相 談 更 正 相 談

所 長 印 所 長 印

（北九州市公報発行規則の一部改正）

３ 北九州市公報発行規則（昭和３８年北九州市規則第７号）の一部を次のよ

うに改正する。

第４条第１項中「総務企画局総務部文書課長」を「総務局総務部文書課長

」に改める。

（北九州市職員懲戒審査委員会規則の一部改正）
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４ 北九州市職員懲戒審査委員会規則（昭和３８年北九州市規則第８２号）の

一部を次のように改正する。

第３条第２項中「総務企画局人事部」を「総務局人事部」に、「総務企画

局長」を「総務局長」に改める。

（北九州市自動車交通事故対策委員会規則の一部改正）

５ 北九州市自動車交通事故対策委員会規則（昭和３８年北九州市規則第１２

２号）の一部を次のように改正する。

第３条第２項中「総務企画局長」を「総務局長」に、「総務企画局総務部

長」を「総務局総務部長」に改める。

第９条中「総務企画局総務部庁舎管理課」を「総務局総務部庁舎管理課」

に改める。

（北九州市契約規則の一部改正）

６ 北九州市契約規則（昭和３９年北九州市規則第２５号）の一部を次のよう

に改正する。

第２０条の２第４項中「契約室管理課」を「技術監理局契約部契約制度課

」に改める。

（北九州市会計規則の一部改正）

７ 北九州市会計規則（昭和３９年北九州市規則第４９号）の一部を次のよう

に改正する。

別表第１の会計管理者の命を受けてつかさどる当該局部課において取り扱

う現金、物品及び有価証券並びに使用不能物品の出納保管事務の項中

「

契約室 管理課 管理課長 契約室

長

契約課 契約課長

技術監 技術企画課 技術企画課長 技術監

理室 理室長

検査課

技術管理課

指導課

総務企 総務部 総務課 総務課長 総務企
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画局 画局長

文書課 文書課長

庁舎管理課 庁舎管理課長

文書館 文書館長

行政経 行政経営課 行政経営課長

営部

女性の 女性活躍推 女性活躍推進課長

輝く社 進課

会推進

室 男女共同参 男女共同参画推進

画推進課 課長

人事部 人事課 人事課長 を

給与課 給与課長

福利課 福利課長

職員研修所 職員研修所次長

情報政 情報政策課 情報政策課長

策部

政策部 企画課 企画課長

政策調整課 政策調整課長

世界遺産登 世界遺産登録推進

録推進室 室長

地方創生推進室 地方創生推進室次
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長

国際部 国際政策課 国際政策課長

アジア交流 アジア交流課長

課

シティプロモーショ シティプロモーシ シティ

ン首都圏本部 ョン首都圏本部次 プロモ

長 ーショ

ン首都

圏本部

長

」

「

技術監 技術 技術企画課 技術企画課長 技術監

理局 部 理局長

検査課

技術管理課

指導課

契約 契約制度課 契約制度課長

部

契約課 契約課長

企画調 政策 企画課 企画課長 企画調

整局 部 整局長

政策調整課 政策調整課長

世界遺産課 世界遺産課長

地方創生推進室 地方創生推進室次
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長

都市 都市マネジメ 都市マネジメント

マネ ント政策課 政策課長

ジメ

ント

政策

部

国際 国際政策課 国際政策課長

部

アジア交流課 アジア交流課長

シティプロモーショ シティプロモーシ シティ

ン首都圏本部 ョン首都圏本部次 プロモ

長 ーショ に、

ン首都

圏本部

長

総務局 総務 総務課 総務課長 総務局

部 長

文書課 文書課長

庁舎管理課 庁舎管理課長

文書館 文書館副館長

行政 行政経営課 行政経営課長

経営

部

女性 女性活躍推進 女性活躍推進課長

の輝 課
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く社

会推 男女共同参画 男女共同参画推進

進室 推進課 課長

人事 人事課 人事課長

部

給与課 給与課長

福利課 福利課長

職員研修所 職員研修所次長

情報 情報政策課 情報施策課長

政策

部

」

「

固定資産税課 固定資産税課長

市民文 市民 総務課 総務課長 市民文

化スポ 部 化スポ

ーツ局 区政課 区政課長 ーツ局

長

区政事務セン 区政事務センター

ター 所長

地域振興課 地域振興課長 を

広聴課 広聴課長

文化 文化企画課 文化企画課長

部
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埋蔵文化財セ 埋蔵文化財センタ

ンター ー所長

スポ スポーツ振興 スポーツ振興課長

ーツ 課

部

大規模大会誘 大規模大会誘致推

致推進室 進室長

」

「

固定資産税課 固定資産税課長

徴収企画課 徴収企画課長

市民文 市民 総務区政課 総務区政課長 市民文

化スポ 総務 化スポ

ーツ局 部 戸籍住民課 戸籍住民課長 ーツ局

長

区政事務セン 区政事務センター

ター 所長

広聴課 広聴課長

に、

地域 地域振興課 地域振興課長

・人

づく 生涯学習課 生涯学習課長

り部

文化 文化企画課 文化企画課長

部

埋蔵文化財セ 埋蔵文化財センタ

ンター ー所長

スポ スポーツ振興 スポーツ振興課長
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ーツ 課

部

大規模大会誘致推進 大規模大会誘致推

室 進室次長

」

「

保健福 総務 総務課 総務課長 保健福

祉局 部 祉局長

臨時福祉給付 臨時福祉給付金室

金室 長

監査指導課 監査指導課長

地域 高齢者支援課 高齢者支援課長

支援

部 認知症対策室 認知症対策室長

いのちをつな いのちをつなぐネ

ぐネットワー ットワーク推進課

ク推進課 長

介護保険課 介護保険課長

健康推進課 健康推進課長

保護課 保護課長

障害 障害福祉課 障害福祉課長

福祉

部 障害者就労支 障害者就労支援室

援室 長

精神保健福祉 精神保健福祉セン
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センター ター所長

障害福祉セン 障害福祉センター

ター 所長

保健 保健医療課 保健医療課長

医療

部 保険年金課 保険年金課長

生活衛生課 生活衛生課長 を

動物愛護セン 動物愛護センター

ター 所長

夜間・休日急 夜間・休日急患セ

患センター ンター所長

人権 人権文化推進 人権文化推進課長

推進 課

セン

ター 同和対策課 同和対策課長

総合 管理課 管理課長

保健

福祉 保健 医務薬 医務薬務課長

セン 所 務課

ター

保健予 保健予防課長

防課

東部生 東部生活衛生課長

活衛生

課

食品監 食品監視検査課長
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視検査

課

子ども 子ど 総務企画課 総務企画課長 子ども

家庭局 も家 家庭局

庭部 長

」

「

保健福 総務 総務課 総務課長 保健福

祉局 部 祉局長

臨時福祉給付 臨時福祉給付金室

金室 長

地域 長寿社会対策 長寿社会対策課長

福祉 課

部

認知症支援・ 認知症支援・介護

介護予防セン 予防センター所長

ター

地域福祉推進 地域福祉推進課長

課

介護保険課 介護保険課長

保護課 保護課長

障害 障害福祉企画 障害福祉企画課長

福祉 課

部

障害者支援課 障害者支援課長

障害者就労支 障害者就労支援室

援室 長
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健康 地域医療課 地域医療課長

医療

部 保険年金課 保険年金課長

健康推進課 健康推進課長

夜間・休日急 夜間・休日急患セ

患センター ンター長

に、

保健 保健衛生課 保健衛生課長

衛生

部 動物愛護セン 動物愛護センター

ター 所長

医務薬務課 医務薬務課長

保健予防課 保健予防課長

東部生活衛生 東部生活衛生課長

課

食品監視検査 食品監視検査課長

課

人権 人権文化推進 人権文化推進課長

推進 課

セン

ター 同和対策課 同和対策課長

総合 管理課 管理課長

保健

福祉 地域リハビリ 地域リハビリテー

セン テーション推 ション推進課長

ター 進課
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精神保健福祉 精神保健福祉セン

センター ター所長

子ども 子ど 総務企画課 総務企画課長 子ども

家庭局 も家 家庭局

庭部 監査指導課 監査指導課長 長

」

「

新成 産業政策課 産業政策課長

長戦

略推 サービス産業 サービス産業政策

進室 政策課 課長

産業 新産業振興課 新産業振興課長

振興

部 学術振興課 学術振興課長

中小企業振興 中小企業振興課長

課

を

企業 企業立地支援 企業立地支援課長

立地 課

支援

部

観光 観光課 観光課長

にぎ

わい ＭＩＣＥ推進 ＭＩＣＥ推進課長

部 課

商業振興課 商業振興課長

」

「

新成 産業政策課 産業政策課長
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長戦

略推 商業・サービ 商業・サービス産

進部 ス産業政策課 業政策課長

中小企業振興 中小企業振興課長

課

企業 企業立地支援 企業立地支援課長 に、

支援 課

・産

学連 新産業振興課 新産業振興課長

携部

観光 観光課 観光課長

にぎ

わい ＭＩＣＥ推進 ＭＩＣＥ推進課長

部 課

」

「

河川整備課 河川整備課長

建築都 総務 総務課 総務課長 建築都

市局 部 市局長

計画 都市計画課 都市計画課長 を

部

都市交通政策 都市交通政策課長

課

都市マネジメント政 都市マネジメント

策室 政策室長

」

「

河川整備課 河川整備課長
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神嶽川旦過地 神嶽川旦過地区整

区整備室 備室長

建築都 総務 総務課 総務課長 建築都 に、

市局 部 市局長

都市景観課 都市景観課長

計画 都市計画課 都市計画課長

部

都市交通政策 都市交通政策課長

課

」

「

建築 建築課 建築課長 を

部

」

「

建築 建築課 建築課長

部 に、

施設保全課 施設保全課長

」

「

港湾 総務 立地促進課 立地促進課長 港湾空

空港 港営 港局長

局 部

を

空港 空港企画課 空港企画課長

企画

部

」

「

港湾 整備 エネルギー産 エネルギー産業拠 港湾空

空港 保全 業拠点化推進 点化推進課長 港局長
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局 部 課

に、

空港 空港企画課 空港企画課長

企画

部

」

「

指導課 指導課長 を

」

「

指導課 指導課長

に、

規制課 規制課長

」

「

市議 総務課 総務課長 市議会

会事 事務局

務局 議事課 長

政策調査課

監査 第一課 第一課長 監査事

事務 務局長

局 第二課

人事 任用課 任用課長 人事委

委員 員会事

会事 調査課 務局長

務局

選挙 選挙課 選挙課長 選挙管

管理 理委員

委員 会事務

会事 局長

務局
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教育 総務 総務課 総務課長 教育次

委員 部 長

会事 企画課 企画課長

務局

施設課 施設課長

学務 教職員課 教職員課長

部

学事課 学事課長

学校保健課 学校保健課長

指導 指導企画課 指導企画課長

部 を

指導第一課

指導第二課

特別支援教育

課

生涯 生涯学習課 生涯学習課長

学習

部

幼稚園 幼稚園長

小学校 小学校長

中学校 中学校長

特別支援学校 特別支援学校長

」

「
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市議 総務課 総務課長 市議会

会事 事務局

務局 議事課 長

政策調査課

教育 総務 総務課 総務課長 教育次

委員 部 長

会事 企画調整課 企画調整課長

務局

施設課 施設課長

学務 教職員課 教職員課長

部

権限移譲準備 権限移譲準備室長

室

学事課 学事課長

学校保健課 学校保健課長

指導 指導企画課 指導企画課長 に

部

指導第一課

指導第二課

特別支援教育

課

学力・体力向上推進 学力・体力向上推

室 進室次長

幼稚園 幼稚園長
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小学校 小学校長

中学校 中学校長

特別支援学校 特別支援学校長

人事 総務課 総務課長 人事委

委員 員会行

会行 任用課 任用課長 政委員

政委 会事務

員会 調査課 局長

事務

局

選挙 総務課 総務課長 選挙管

管理 理委員

委員 選挙課 選挙課長 会行政

会行 委員会

政委 事務局

員会 長

事務

局

監査 総務課 総務課長 監査委

委員 員行政

行政 監査第一課 監査第一課長 委員会

委員 事務局

会事 監査第二課 長

務局

」

改める。

別表第２の門司区会計管理者の命を受けてつかさどる当該局部課において

取り扱う現金、物品及び有価証券並びに使用不能物品の出納保管事務の項中

「

港湾 総務 総務課 総務課長 港湾空
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空港 港営 港局長

局 部 港営課 港営課長

物流振興課 物流振興課長 を

整備 整備保全課 整備保全課長

保全

部 計画課 計画課長

開発課 開発課長

」

「

港湾 総務 総務課 総務課長 港湾空

空港 部 港局長

局

港営 港営課 港営課長

部

みな 物流振興課 物流振興課長 に

と振

興部 クルーズ・交 クルーズ・交流課

流課 長

整備 整備保全課 整備保全課長

保全

部 計画課 計画課長

」

改め、同表の八幡西区会計管理者の命を受けてつかさどる当該局部課におい

て取り扱う現金、物品及び有価証券並びに使用不能物品の出納保管事務の項

中

「

市民 市民 市民活動推進 市民活動推進課長

文化 部 課

スポ を

ーツ
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局

」

「

市民 地域 市民活動推進 市民活動推進課長

文化 ・人 課

スポ づく

ーツ り部 に、

局

」

「

総合 保健 西部生活衛生 西部生活衛生課長

保健 所 課

福祉 を

セン

ター

」

「

保健 保健 西部生活衛生 西部生活衛生課長

福祉 衛生 課

局 部

に

」

改める。

（北九州市職員衛生管理規則の一部改正）

８ 北九州市職員衛生管理規則（昭和３９年北九州市規則第９４号）の一部を

次のように改正する。

第５条第１項及び第２項中「総務企画局安全管理担当部長」を「総務局安

全管理担当参事」に改める。

別表第１中

「

本庁（北九州市小倉北区城内１番１号に所在 総務企画局総務部長

する市の事務所）及び小倉北区役所に所在す
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る総務企画局情報政策部 を

総務企画局の所管に属する事業所

」

「

本庁（北九州市小倉北区城内１番１号に所在 総務局総務部長

する市の事務所）及び小倉北区役所に所在す

る総務局情報政策部

総務局の所管に属する事業所 に改め、

技術監理局の所管に属する事業所 技術監理局技術部長

企画調整局の所管に属する事業所 企画調整局政策部長

」

同表の市民文化スポーツ局の所管に属する事業所の項中

「 「

市民文化スポーツ局 市民文化スポーツ局

市民部長 を 市民総務部長 に改め、同表の港

」 」

湾空港局（北九州市門司区西海岸一丁目２番７号に所在する市の事務所をい

う。）及びその所管に属する事業所の項中

「 「

港湾空港局総務港営 港湾空港局総務部長

部長 を に改める。

」 」

（北九州市職員衛生管理審査会規則の一部改正）

９ 北九州市職員衛生管理審査会規則（昭和３９年北九州市規則第９５号）の

一部を次のように改正する。

第１１条中「総務企画局人事部給与課」を「総務局人事部給与課」に改め

る。

（北九州市労務職員就業規則の一部改正）

１０ 北九州市労務職員就業規則（昭和３９年北九州市規則第９６号）の一部

を次のように改正する。

別表の総務企画局の項中「総務企画局」を「総務局」に改め、同表の保健

福祉局の項中「保健医療部」を「保健衛生部」に、「生活衛生課」を「保健

衛生課」に改める。

（北九州市予算規則の一部改正）

１１ 北九州市予算規則（昭和４０年北九州市規則第３号）の一部を次のよう
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に改正する。

第７条第１項第３号中「契約室契約課」を「技術監理局契約部契約課」に

改める。

（北九州市職員の特殊勤務手当に関する条例施行規則の一部改正）

１２ 北九州市職員の特殊勤務手当に関する条例施行規則（昭和４１年北九州

市規則第６８号）の一部を次のように改正する。

第７条中「総務企画局長」を「総務局長」に改める。

（単純な労務に雇用される北九州市職員の特殊勤務手当に関する規則の一部

改正）

１３ 単純な労務に雇用される北九州市職員の特殊勤務手当に関する規則（昭

和４１年北九州市規則第７２号）の一部を次のように改正する。

第１０条中「総務企画局長」を「総務局長」に改める。

（北九州市自動車管理規則の一部改正）

１４ 北九州市自動車管理規則（昭和４１年北九州市規則第８５号）の一部を

次のように改正する。

第２条第２号、第７条の２、第１１条第３項、第２１条第２項及び第２２

条各号列記以外の部分中「総務企画局長」を「総務局長」に改める。

（北九州市長代理順序規則の一部改正）

１５ 北九州市長代理順序規則（昭和４２年北九州市規則第３１号）の一部を

次のように改正する。

第２条中「総務企画局長」を「総務局長」に改める。

（北九州市技能労務職の主任の設置に関する規則の一部改正）

１６ 北九州市技能労務職の主任の設置に関する規則（昭和４３年北九州市規

則第３１号）の一部を次のように改正する。

第２条第１項の表中

「

保健福祉局総合保健福祉センター保健所東部生活衛

生課の内部組織（市長が認めるものに限る。） を

」

「

保健福祉局保健衛生部東部生活衛生課の内部組織（

市長が認めるものに限る。） に、

」

「

総務企画局総務部庁舎管理課の内部組織 を
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」

「

総務局総務部庁舎管理課の内部組織 に、

」

「

保健福祉局保健医療部生活衛生課の内部組織（市長

が認めるものに限る。） を

」

「

保健福祉局保健衛生部保健衛生課の内部組織（市長

が認めるものに限る。） に改める。

」

（北九州市議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例施

行規則の一部改正）

１７ 北九州市議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例

施行規則（昭和４３年北九州市規則第１０６号）の一部を次のように改正す

る。

第２６条中「総務企画局長」を「総務局長」に改める。

（北九州市職員被服貸与規則の一部改正）

１８ 北九州市職員被服貸与規則（昭和４４年北九州市規則第１７号）の一部

を次のように改正する。

第２条第１項、第４条第２項、第８条、第１０条及び第１１条中「総務企

画局長」を「総務局長」に改める。

（あき地等に繁茂した雑草等の除去に関する条例施行規則の一部改 正）

１９ あき地等に繁茂した雑草等の除去に関する条例施行規則（昭和４５年北

九州市規則第３６号）の一部を次のように改正する。

第４条中「保健福祉局長」を「環境局長」に改める。

（北九州市庁内管理規則の一部改正）

２０ 北九州市庁内管理規則（昭和４７年北九州市規則第１８号）の一部を次

のように改正する。

別表の（１） 本庁舎の項中「総務企画局長」を「総務局長」に改める。

（北九州市職員見舞金支給規則の一部改正）

２１ 北九州市職員見舞金支給規則（昭和４８年北九州市規則第５８号）の一

部を次のように改正する。

第１４条中「総務企画局長」を「総務局長」に改める。
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（北九州市工事執行規則の一部改正）

２２ 北九州市工事執行規則（昭和４９年北九州市規則第７７号）の一部を次

のように改正する。

第１４条第３項中「技術監理室長」を「技術監理局長」に、「技術監理室

検査課長」を「技術監理局技術部検査課長」に改め、同条第５項中「技術監

理室長」を「技術監理局長」に改める。

第１９条中「技術監理室長」を「技術監理局長」に改める。

（北九州市会計関係帳票規則の一部改正）

２３ 北九州市会計関係帳票規則（昭和５０年北九州市規則第１５号）の一部

を次のように改正する。

別表の（５） 物品に関する帳票の表及び第６３号様式中「物品購入・修

繕伺書（契約室契約）」を「物品購入・修繕伺書（技術監理局契約）」に改

める。

（北九州市美しいまちづくり基金条例施行規則の一部改正）

２４ 北九州市美しいまちづくり基金条例施行規則（昭和５７年北九州市規則

第５９号）の一部を次のように改正する。

第１条から第４条までの規定中「総務企画局長」を「企画調整局長」に改

める。

（北九州市消防局組織規則の一部改正）

２５ 北九州市消防局組織規則（昭和６１年北九州市規則第９号）の一部を次

のように改正する。

第３条総務部人事課人事係の項第５号中「総務企画局」を「総務局」に改

める。

第４条第３項中「総務企画局人事部給与課長」を「総務局人事部給与課長

」に改める。

（北九州市立文書館条例施行規則の一部改正）

２６ 北九州市立文書館条例施行規則（平成元年北九州市規則第５０号）の一

部を次のように改正する。

第６条中「総務企画局長」を「総務局長」に改める。

（勤務時間等の特例に関する規則の一部改正）

２７ 勤務時間等の特例に関する規則（平成３年北九州市規則第３２号）の一

部を次のように改正する。

別表中

「

総 総 文書 一般 午前 午後 勤務時 日曜
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務 務 館 事務 ９時 ６時 間中に 日及

企 部 員 １５ １時間 び土

画 分 とし、 曜日

局 その時

限は所

属長が を

定める

。

シティプ 一般 午前 午後 正午か 日曜

ロモーシ 事務 ９時 ５時 ら午後 日及

ョン首都 員 ４５ １時ま び土

圏本部 一般 分 で 曜日

技術

員

」

「

企 シティプ 一般 午前 午後 正午か 日曜

画 ロモーシ 事務 ９時 ５時 ら午後 日及

調 ョン首都 員 ４５ １時ま び土

整 圏本部 一般 分 で 曜日

局 技術

員

総 文書館 一般 午前 午後 勤務時 日曜 に

務 事務 ９時 ６時 間中に 日及

局 員 １５ １時間 び土

分 とし、 曜日

その時

限は所

属長が

定める

。

」

改め、同表の市民文化スポーツ局の項中

83



「

市 区政 一般 Ａ 午前 午後 勤務 日曜日 区分の指

民 事務 事務 ８時 ５時 時間 及び土 定は、所

部 セン 員 ３０ １５ 中に 曜日 属長が行

ター 分 分 １時 う。

間と

Ｂ 午前 午後 し、

１０ ７時 その

時１ 時限

５分 は所

属長

が定

める

。

を

市民 一般 Ａ 午前 午後 勤務 日曜日 区分の指

活動 事務 ８時 ５時 時間 及び土 定は、所

推進 員 ３０ １５ 中に 曜日 属長が行

課 分 分 １時 う。

間と

Ｂ 午後 午後 し、

０時 ９時 その

１５ 時限

分 は所

属長

が定

める

。

」

「

市 区政 一般 Ａ 午前 午後 勤務 日曜日 区分の指

民 事務 事務 ８時 ５時 時間 及び土 定は、所

総 セン 員 ３０ １５ 中に 曜日 属長が行

務 ター 分 分 １時 う。

部 間と
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し、

Ｂ 午前 午後 その

１０ ７時 時限

時１ は所

５分 属長

が定

める

。

地 市民 一般 Ａ 午前 午後 勤務 日曜日 区分の指

域 活動 事務 ８時 ５時 時間 及び土 定は、所

・ 推進 員 ３０ １５ 中に 曜日 属長が行

人 課 分 分 １時 う。

づ 間と

く Ｂ 午後 午後 し、

り ０時 ９時 その

部 １５ 時限

分 は所

属長 に

が定

める

。

生 管理 一般 早 午前 午後 勤務 ４週間 区分の指

涯 運営 事務 出 ８時 ５時 時間 を通じ 定は、所

学 課 員 ３０ １５ 中に ８日所 属長が行

習 八幡 分 分 １時 属長の う。

総 西生 間と 指定す

合 涯学 遅 午後 午後 し、 る日

セ 習総 出 １時 １０ その

ン 合セ １５ 時 時限

タ ンタ 分 は所

ー ー 属長

が定

める
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。

」

改め、同表の保健福祉局の項を次にように改める。

保 健 夜間・ 医師 午前 午後 勤務 ４週間

健 康 休日急 一般 ８時 ５時 時間 を通じ

福 医 患セン 事務 ３０ １５ 中に ８日所

祉 療 ター 員 分 分 １時 属長の

局 部 間と 指定す

し、 る日

その

時限

は所

属長

が定

める

。

看護 Ａ 午前 午後 勤務 ４週間 区分の指

師 ８時 ５時 時間 を通じ 定は、所

３０ １５ 中に ８日所 属長が行

分 分 １時 属長の う。

間と 指定す

し、 る日

その

時限

は所

属長

が定

める

。

Ｂ 午後 翌日

４時 午前

３０ １時
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分 １５

分

Ｃ 午前 午前

０時 ９時

３０ １５

分 分

Ｄ 午後 翌日 勤務

４時 午前 時間

３０ ９時 中に

分 ３０ １時

分 間３

０分

とし

、そ

の時

限は

所属

長が

定め

る。

第２夜 一般 午前 午後 勤務 ４週間

間・休 事務 ８時 ５時 時間 を通じ

日急患 員 ３０ １５ 中に ８日所

センタ 分 分 １時 属長の

ー 間と 指定す

し、 る日

その

時限

は所

属長

が定
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める

。

看護 Ａ 午前 午後 勤務 ４週間 区分の指

師 ８時 ５時 時間 を通じ 定は、所

３０ １５ 中に ８日所 属長が行

分 分 １時 属長の う。

間と 指定す

し、 る日

その

Ｂ 午後 翌日 時限

３時 午前 は所

４５ ０時 属長

分 ３０ が定

分 める

。

保 保 東 一般 早 午前 午後 勤務 ４週間 （１）

健 健 部 事務 出 ９時 ５時 時間 を通じ 区分の

衛 衛 斎 員 中に ６日所 指定は

生 生 場 １時 属長の 、所属

部 課 西 遅 午前 午後 間と 指定す 長が行

部 出 １０ ６時 し、 る日 う。

斎 時 その （２）

場 時限 ４週３

は所 日７時

属長 間２０

が定 分勤務

める の日を

。 置き、

所属長

が指定

する。
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食肉セ 一般 平 午前 午後 勤務 日曜日

ンター 事務 常 ８時 ４時 時間 並びに

員 日 ４０ 中に ４週間

分 １時 を通じ

間と ２日所

し、 属長の

その 指定す

時限 る土曜

は所 日及び

属長 ４週間

が定 を通じ

める １日所

。 属長の

指定す

土 午前 午後 る平常

曜 ８時 ０時 日

日 ４０

分

獣医 Ａ 午前 午後 勤務 日曜日 （１）

師 ６時 ２時 時間 及び８ 区分の

４０ 中に 週間を 指定は

分 １時 通じ６ 、所属

間と 日所属 長が行

Ｂ 午前 午後 し、 長の指 う。

７時 ３時 その 定する （２）

４０ 時限 日 ４週２

分 は所 日４時

属長 間４０

Ｃ 午前 午後 が定 分勤務

８時 ４時 める の日を

４０ 。 置き、
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分 所属長

が指定

する。

医務薬 医師 午前 午後 勤務 日曜日

務課 一般 ８時 ５時 時間 及び土

保健予 事務 ３０ １５ 中に 曜日

防課 員 分 分 １時

東部生 一般 間と

活衛生 技術 し、

課 員（ その

西部生 食品 時限

活衛生 衛生 は所

課 検査 属長

食品監 所の が定

視検査 業務 める

課 に従 。

事す

る一

般技

術員

を除

く。

）

栄養

士

保健

師

臨床

検査

技師

診療

放射

線技

師
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一般 平 午前 午後 正午 日曜日 ４週１日

技術 常 ８時 ５時 から 並びに ７時間３

員（ 日 ３０ １５ 午後 ４週間 ０分勤務

食品 分 分 １時 を通じ の日を置

衛生 まで ２日所 き、所属

検査 属長の 長が指定

所の 指定す する。

業務 る土曜

に従 土 午前 午後 日及び

事す 曜 ８時 ０時 ４週間

る一 日 ３０ ３０ を通じ

般技 分 分 １日所

術員 属長の

に限 指定す

る。 る平常

） 日

人 地域交 一般 Ａ 午前 午後 勤務 日曜日 区分の指

権 流セン 事務 ８時 ５時 時間 及び４ 定は、所

推 ター 員 ４５ ３０ 中に 週間を 属長が行

進 分 分 １時 通じ４ う。

セ 間と 日所属

ン し、 長の指

タ その 定する

ー Ｂ 午前 午後 時限 日

１０ ７時 は所

時４ ３０ 属長

５分 分 が定

める

。

別表の子ども家庭局の項中

「

夜宮青少 一般 早 午前 午後 勤務 月曜日 区分
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年センタ 事務 出 ８時 ５時 時間 及び４ の指

ー 員 ４５ ３０ 中に 週間を 定は

分 分 １時 通じ４ 、所

間と 日所属 属長

遅 午後 午後 し、 長の指 が行

出 １時 １０ その 定する う。

１５ 時 時限 日

分 は所

属長

が定

める

。

ユースス 一般 早 午前 午後 勤務 ４週間 区分 を

テーショ 事務 出 ９時 ６時 時間 を通じ の指

ン 員 ３０ １５ 中に ８日所 定は

分 分 １時 属長が 、所

間と 指定す 属長

遅 午後 し、 る日 が行午後

出 ０時 その う。９時

３０ 時限１５

分 は所分

属長

が定

める

。

」

「

夜宮青少 一般 早 午前 午後 勤務 月曜日 区分

年センタ 事務 出 ８時 ５時 時間 及び４ の指

ー 員 ４５ ３０ 中に 週間を 定は

分 分 １時 通じ４ 、所

間と 日所属 属長

遅 午後 午後 し、 長の指 が行

出 １時 １０ その 定する う。 に
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１５ 時 時限 日

分 は所

属長

が定

める

。

」

改める。

（北九州市建設工事競争入札参加者の資格及び審査等に関する規則の一部改

正）

２８ 北九州市建設工事競争入札参加者の資格及び審査等に関する規則（平成

６年北九州市規則第５９号）の一部を次のように改正する。

第５条第２項中「契約室」を「技術監理局」に、「契約室長」を「技術監

理局長」に改める。

第１７条中「契約室長」を「技術監理局長」に改める。

（北九州市測量業務、建設コンサルタント業務等競争入札参加者の資格及び

審査等に関する規則の一部改正）

２９ 北九州市測量業務、建設コンサルタント業務等競争入札参加者の資格及

び審査等に関する規則（平成６年北九州市規則第６０号）の一部を次のよう

に改正する。

第１５条中「契約室長」を「技術監理局長」に改める。

（北九州市物品等供給契約の競争入札参加者の資格及び審査等に関する規則

の一部改正）

３０ 北九州市物品等供給契約の競争入札参加者の資格及び審査等に関する規

則（平成７年北九州市規則第１１号）の一部を次のように改正する。

第４条第２項中「契約室長」を「技術監理局契約部長」に、「契約室管理

課長」を「技術監理局契約部契約制度課長」に改める。

第１４条中「契約室長」を「技術監理局長」に改める。

（北九州市立男女共同参画センター条例施行規則の一部改正）

３１ 北九州市立男女共同参画センター条例施行規則（平成７年北九州市規則

第５４号）の一部を次のように改正する。

第１５条中「総務企画局長」を「総務局長」に改める。

（北九州市建設材料試験手数料条例施行規則の一部改正）

３２ 北九州市建設材料試験手数料条例施行規則（平成７年北九州市規則第５

６号）の一部を次のように改正する。
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第６条中「技術監理室長」を「技術監理局長」に改める。

（北九州市物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める規則の一部改正）

３３ 北九州市物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める規則（平成７年

北九州市規則第７８号）の一部を次のように改正する。

第１６条及び第１７条中「契約室長」を「技術監理局長」に改める。

（北九州市聴聞及び弁明の機会の付与に関する規則の一部改正）

３４ 北九州市聴聞及び弁明の機会の付与に関する規則（平成８年北九州市規

則第５２号）の一部を次のように改正する。

第１９条中「総務企画局長」を「総務局長」に改める。

（北九州市職員の兼務に関する規則の一部改正）

３５ 北九州市職員の兼務に関する規則（平成８年北九州市規則第７６号）の

一部を次のように改正する。

第１条の見出し中「区政課」を「戸籍住民課」に改め、同条中「市民文化

スポーツ局市民部区政課」を「市民文化スポーツ局市民総務部戸籍住民課」

に改める。

第２条各号列記以外の部分中「市民文化スポーツ局市民部区政事務センタ

ー」を「市民文化スポーツ局市民総務部区政事務センター」に改める。

（北九州市情報公開条例施行規則の一部改正）

３６ 北九州市情報公開条例施行規則（平成１４年北九州市規則第１５号）の

一部を次のように改正する。

第１６条第４項中「総務企画局」を「総務局」に改める。

第１８条中「総務企画局長」を「総務局長」に改める。

（北九州市文書管理規則の一部改正）

３７ 北九州市文書管理規則（平成１４年北九州市規則第２６号）の一部を次

のように改正する。

第２条第２号中「総務企画局総務部文書課」を「総務局総務部文書課」に

、「港湾空港局総務港営部総務課」を「港湾空港局総務部総務課」に改め、

同条第７号中「総務企画局長」を「総務局長」に改める。

第３条第１項中「総務企画局総務部文書課長」を「総務局総務部文書課長

」に改める。

第１０条、第１９条の２、第２４条第５項、第２４条の２、第２７条、第

３０条第２項、第３４条第２項、第４０条、第４４条から第４７条まで及び

付則第４項中「総務企画局長」を「総務局長」に改める。

別記様式の備考第２号の表中

「 「
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港湾空港局総務港営部総務課 を 港湾空港局総務部総務課 に

」 」

改める。

（北九州市男女共同参画審議会規則の一部改正）

３８ 北九州市男女共同参画審議会規則（平成１４年北九州市規則第４７号）

の一部を次のように改正する。

第８条中「総務企画局」を「総務局」に改める。

（北九州市構造改革特別区域計画の推進及び市の規制の特例措置に関する条

例施行規則の一部改正）

３９ 北九州市構造改革特別区域計画の推進及び市の規制の特例措置に関する

条例施行規則（平成１５年北九州市規則第６３号）の一部を次のように改正

する。

第６条中「総務企画局長」を「企画調整局長」に改める。

（北九州市活性化施策評価委員会規則の一部改正）

４０ 北九州市活性化施策評価委員会規則（平成１５年北九州市規則第６４号

）の一部を次のように改正する。

第５条中「総務企画局」を「企画調整局」に改める。

（北九州市個人情報保護条例施行規則の一部改正）

４１ 北九州市個人情報保護条例施行規則（平成１７年北九州市規則第４３号

）の一部を次のように改正する。

第３２条第４項中「総務企画局」を「総務局」に改める。

第３６条中「総務企画局長」を「総務局長」に改める。

（北九州市行政手続等における情報通信の技術の利用に関する条例施行規則

の一部改正）

４２ 北九州市行政手続等における情報通信の技術の利用に関する条例施行規

則（平成１７年北九州市規則第１１４号）の一部を次のように改正する。

第８条中「総務企画局長」を「総務局長」に改める。

（北九州市職員の安全衛生に関する委員会の設置等に関する規則の一部改正

）

４３ 北九州市職員の安全衛生に関する委員会の設置等に関する規則（平成１

８年北九州市規則第１０９号）の一部を次のように改正する。

第７条中「総務企画局」を「総務局」に改める。

別表の課の欄中「総務企画局総務部総務課」を「総務局総務部総務課」に

、「港湾空港局総務港営部総務課」を「港湾空港局総務部総務課」に改める

。
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（北九州市会計管理者及び区会計管理者の事務を代理する職員を定める規則

の一部改正）

４４ 北九州市会計管理者及び区会計管理者の事務を代理する職員を定める規

則（平成１９年北九州市規則第２２号）の一部を次のように改正する。

第１条中「会計室審査担当課長」を「会計室審査指導担当主幹」に改める

。

（北九州市入札等監視委員会規則の一部改正）

４５ 北九州市入札等監視委員会規則（平成２４年北九州市規則第１７号）の

一部を次のように改正する。

第１０条中「契約室」を「技術監理局」に改める。

（北九州市自治基本条例に基づく市政運営の評価検討委員会規則の一部改正

）

４６ 北九州市自治基本条例に基づく市政運営の評価検討委員会規則（平成２

６年北九州市規則第２９号）の一部を次のように改正する。

第９条中「総務企画局」を「総務局」に改める。
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北九州市告示第１２６号 

地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１５８条第１項及び北九州 

市会計規則（昭和３９年北九州市規則第４９号）第４０条第１項の規定により 

、北九州市立夜間・休日急患センター、北九州市立門司休日急患診療所及び北

九州市立若松休日急患診療所における使用料及び手数料の徴収事務を次のとお

り委託した。 

  平成２８年４月７日 

                    北九州市長 北 橋 健 治   

受 託 者 委 託 期 間

名 称 住 所

有限会社医療事務

研究会

北九州市小倉北区浅野三丁

目８番１号

平成２８年４月１日か

ら平成２９年３月３１

日まで
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北九州市告示第１２７号 

 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１５８条第１項及び北九州

市会計規則（昭和３９年北九州市規則第４９号）第４０条第１項の規定により

、北九州市が管理する港湾施設のうち係留施設の使用料の徴収事務を次のとお

り委託した。 

  平成２８年４月７日 

北九州市長 北 橋 健 治   

受  託  者 
委 託 期 間 

名   称 住   所 

北九州埠頭株式会社 北九州市門司区港町

９番１１号 

平成２８年４月１日から平

成２９年３月３１日まで 
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北九州市告示第１２８号

 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年

法律第１２３号）第６５条の規定により育成医療、更生医療及び精神通院医療

に係る指定自立支援医療機関から指定の辞退の届出があったので、同法第６９

条第３号の規定により次のとおり告示する。

  平成２８年４月７日

北九州市長 北 橋 健 治 

調剤（育成医療、更生医療及び精神通院医療）

指定自立支援医療

機関の名称 

指定自立支援医療機関の

所在地 

辞退理由  辞退年月日 

薬局ＡＢＣファー

マシー 

北九州市小倉南区沼本町

四丁目２番２３号 

廃局のため 平成２８年

３月３１日 

99



北九州市告示第１２９号 

 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１５８条第１項及び北九州

市会計規則（昭和３９年北九州市規則第４９号）第４０条第１項の規定により

、北九州市営九州鉄道記念館西駐車場における使用料の徴収事務を次のとおり

委託した。 

  平成２８年４月７日 

北九州市長 北 橋 健 治   

受  託  者 
委 託 期 間 

名   称 住   所 

平山商会株式会社 北九州市門司区丸山一

丁目１番１４号 

平成２８年４月１日か

ら平成２９年３月３１

日まで 
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北九州市告示第１３０号

 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年

法律第１２３号）第５４条第２項の規定により育成医療、更生医療及び精神通

院医療に係る指定自立支援医療機関の指定をしたので、同法第６９条第１号の

規定により次のとおり告示する。

  平成２８年４月７日

北九州市長 北 橋 健 治  

調剤（育成医療、更生医療及び精神通院医療）

指定自立支援医療

機関の名称 

指定自立支援医療機関の所在地 指定年月日 

大信薬局篠崎店 北九州市小倉北区篠崎三丁目９番７号 平成２８年

４月１日 

薬局ＡＢＣファー

マシー 

北九州市小倉南区沼本町四丁目２番２

３号 

平成２８年

４月１日 
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北九州市訓令第４号

                             庁中一般

北九州市副市長以下専決規程等の一部を改正する訓令を次のように定める。

平成２８年４月１日

北九州市長 北 橋 健 治

北九州市副市長以下専決規程等の一部を改正する訓令

（北九州市副市長以下専決規程の一部改正）

第１条 北九州市副市長以下専決規程（昭和４３年北九州市訓令第１０号）の

一部を次のように改正する。

  第３条第１項中「安全管理担当部長」を「安全管理担当参事及び保健所担

当部長」に改める。

  第６条第１項第３号中「、総合保健福祉センター保健所長」を削る。

別表第１の局長の欄中        を「危機管理監」に、

を                   に改め、同表の室長

の欄中             を「広報室長」に改め、同表の部長の欄

中           を           に、「地方創生推進室

長」を            に、              を「食

の魅力創造・発信室長」に、              を

に改め、同表の課長の欄中            を「秘

書室次長」に、「大規模大会誘致推進室長」を「大規模大会誘致推進室次長

」に、「認知症対策室長」を「認知症支援・介護予防センター所長」に、「

都市マネジメント政策室次長」を「神嶽川旦過地区整備室長」に、

「危機管理監

技術監理室長」

「人事委員会

監査事務局

 事務局長

長   」

「選挙管理委員会行政委員会事務局長

人事委員会行政委員会事務局長

監査委員行政委員会事務局長   」

「広報室長

契約室長

選挙管理委員会事務局長」

「食の魅力創造・発信室長

都市マネジメント政策室長」

「市議会事務局次長

生涯学習総合センター所長」

「大規模大会誘致室長

保健所担当部長  」

「技術監理室次長

安全管理担当部長」

「地方創生推進室長

安全管理担当参事」

「市議会事務

学力・体力

局次長

向上推進室長」

「秘書室次長

世界遺産登録推進室長」

「教育セ

八幡西
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             を          に改める。

 別表第２の２の表中

（ １ ） 

勤 務 時

間 の 繰

上 げ 及

び 繰 下

げ 

局 長 、

区 長 及

び 室 長

に 係 る

も の 

所 属 の

部 長 、

課 長 、

係 長 及

び 係 員

に 係 る

も の 

所 属 の

課 長 、

係 長 及

び 係 員

に 係 る

も の 

  総 務 企

画 局 長

に 合 議

す る こ

と 。 

（ １ ） 

勤 務 時

間 の 繰

上 げ 及

び 繰 下

げ 

局 長 、

区 長 及

び 室 長

に 係 る

も の 

所 属 の

部 長 に

係 る も

の 

所 属 の

課 長 に

係 る も

の 

所 属 の

課 長 に

係 る も

の 

所 属 の

係 長 、

係 員 に

係 る も

の 

改め、同表の（９）の項中「総務企画局長」を「総務局長」に、「総務企画

局人事部長」を「総務局人事部長」に、「総務企画局人事部人事課長」を「

総務局人事部人事課長」に改め、同表の（１０）の項中「総務企画局人事部

人事課長」を「総務局人事部人事課長」に改め、同表の（１３）の項中「総

務企画局長」を「総務局長」に改め、同表の（１４）の項中「総務企画局人

事部長」を「総務局人事部長」に改める。

 別表第２の３の表の（４）の項中「総務企画局人事部人材育成・女性活躍

推進課」を「総務局職員研修所」に改め、同表の（２８）の項中

 〔 契 約 室 長 〕  

 ８ ， ０ ０ ０ ～  

 〔 契 約 室 長 〕  

 ８ ， ０ ０ ０ ～  

〔 技 術 監 理 局 長 〕  

 ８ ， ０ ０ ０ ～  

 〔 契 約 部 長 〕  

 ４ ， ０ ０ ０ ～  

〔 技 術 監 理 局 長 〕  

 ８ ， ０ ０ ０ ～  

 〔 契 約 部 長 〕  

 ４ ， ０ ０ ０ ～  

改め、同表の（２９）の項中

ンター所長

生涯学習総合センター所長」

「権限移譲準備室長

教育センター所長」

「

「

」

」

を

に

「

」

を

「

」

に

「
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 〔 契 約 室 長 〕  

 ８ ， ０ ０ ０ ～  

〔 技 術 監 理 局 長 〕  

 ８ ， ０ ０ ０ ～  

 〔 契 約 部 長 〕  

 ４ ， ０ ０ ０ ～  

「契約室監理課長」を「技術監理局契約制度課長」に改める。

別表第３の３の表を次のように改める。

３  技 術 監 理 局 に 関 す る 事 項  

専 決 権 者            専 決 事 項  

副 市 長  （ １ ）  １ 件 ５ 億 円 を 超 え る 工 事 の 契 約 （ 修 繕 料 、 工 事

請 負 費 及 び 路 面 復 旧 費 に 属 す る も の に 限 る 。 局 長 の 項

、 契 約 部 長 の 項 及 び 契 約 課 長 の 項 に お い て 同 じ 。） 並

び に 工 事 資 材 の 購 入 の 契 約 （ 原 材 料 費 に 属 す る も の に

限 る 。 局 長 の 項 、 契 約 部 長 の 項 及 び 契 約 課 長 の 項 に お

い て 同 じ 。） 及 び 検 収  

局 長  （ １ ） １ 件 ４ ， ０ ０ ０ 万 円 を 超 え る 委 託 契 約 （ 工 事 に

係 る 設 計 委 託 、 測 量 委 託 及 び 調 査 委 託 に 係 る も の に 限

る 。 契 約 部 長 の 項 及 び 契 約 課 長 の 項 に お い て 同 じ 。）

（ ２ ）  １ 件 ５ 億 円 以 下 の 工 事 の 契 約 並 び に 工 事 資 材 の

購 入 の 契 約 及 び 検 収

（ ３ ）  副 市 長 の 専 決 事 項 に 係 る 工 事 の 契 約 の 軽 微 な 変

更 （ 議 決 事 項 以 外 の 事 項 の 変 更 を い う 。）  

技 術 部 長  （ １ ）  １ 件 ２ ， ０ ０ ０ 万 円 を 超 え る 設 計 図 書 を 伴 う 工

事 の 検 査  

（ ２ ）  １ 件 １ ， ５ ０ ０ 万 円 を 超 え る 工 事 の 施 行 に 伴 う

、 又 は こ れ に 付 随 す る 設 計 の 委 託 の 検 査  

契 約 部 長  （ １ ）  １ 件 ４ ， ０ ０ ０ 万 円 以 下 の 委 託 契 約

（ ２ ）  １ 件 ２ 億 円 以 下 の 工 事 の 契 約 並 び に 工 事 資 材 の

購 入 の 契 約 及 び 検 収

（ ３ ）  局 長 の 専 決 事 項 に 係 る 委 託 契 約 及 び 工 事 の 契 約

の 軽 微 な 変 更 （ 委 託 料 又 は 請 負 金 額 の 増 減 が ２ ０ パ ー

セ ン ト 以 内 、 か つ 、 ４ ， ０ ０ ０ 万 円 以 内 の 変 更 及 び 委

託 期 間 又 は 工 期 の 変 更 を い う 。）  

検 査 課 長  （ １ ）  １ 件 ２ ， ０ ０ ０ 万 円 以 下 の 設 計 図 書 を 伴 う 工 事

の 検 査  

指 導 課 長  （ １ ）  １ 件 １ ， ５ ０ ０ 万 円 以 下 の 工 事 （ １ 件 ５ ０ ０ 万

円 以 下 の も の を 除 く 。） の 施 行 に 伴 う 、 又 は こ れ に 付

随 す る 設 計 の 委 託 の 検 査  

契 約 課 長  （ １ ）  １ 件 ５ ０ ０ 万 円 以 下 の 委 託 契 約  

（ ２ ）  １ 件 ２ ， ０ ０ ０ 万 円 以 下 の 工 事 の 契 約 並 び に 工

事 資 材 の 購 入 の 契 約 及 び 検 収  

（ ３ ）  契 約 部 長 の 専 決 事 項 に 係 る 委 託 契 約 及 び 工 事 の

契 約 の 軽 微 な 変 更 （ 委 託 料 又 は 請 負 金 額 の 増 減 が ２ ０

パ ー セ ン ト 以 内 の 変 更 及 び 委 託 期 間 又 は 工 期 の 変 更 を

い う 。）  

 別表第３の４の表を削る。

 別表第３の５の表中「総務企画局」を「総務局」に改め、同表の文書課長

の項第２号を削り、同表を別表第３の４の表とする。

」

を

「

」

に 、
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 別表第３の６の表中

税 制 課 長  （ １ ）  市 税 の 過 誤 納 整 理  

課 税 課 長

及 び 固 定

資 産 税 課

長  

（ １ ）  市 税 の 賦 課 決 定 等 （ 年 度 当 初 の 賦 課 決 定 及

び 特 に 重 要 な 賦 課 決 定 等 を 除 く 。）  

「

課 税 課 長

及 び 固 定

資 産 税 課

長  

（ １ ）  市 税 の 賦 課 決 定 等 （ 年 度 当 初 の 賦 課 決 定 及

び 特 に 重 要 な 賦 課 決 定 等 を 除 く 。）  

徴 収 企 画

課 長  

（ １ ）  市 税 の 過 誤 納 整 理  

改め、同表を別表第３の５の表とする。

 別表第３の７の表を別表第３の６の表とする。

 別表第３の８の表の局長の項第１５号中「福岡県公衆浴場法施行条例（昭

和６３年福岡県条例第３号）」を「北九州市公衆浴場法施行条例（平成２４

年北九州市条例第５８号）」に改め、同項第６５号中「登録」の次に「若し

くは許可」を加え、「停止」を「停止命令」に改め、同表の地域支援部長の

項中「地域支援部長」を「地域福祉部長」に改め、同項第１号中「返還、徴

収等」を「返還等」に改め、同表の保健医療部長の項中「保健医療部長」を

「健康医療部長」に改め、同項の次に次のように加える。

保 健 衛 生

部 長  

（ １ ）  食 品 表 示 法 第 １ ５ 条 の 規 定 に よ る 権 限 の 委 任 等

に 関 す る 政 令 （ 平 成 ２ ７ 年 政 令 第 ６ ８ 号 ） 第 ５ 条 第 １

項 第 １ 号 ロ 及 び 第 ６ 条 第 １ 項 第 １ 号 ロ の 規 定 に よ る 指

示 及 び 公 表  

（ ２ ）  食 品 表 示 法 第 １ ５ 条 の 規 定 に よ る 権 限 の 委 任 等

に 関 す る 政 令 第 ６ 条 第 １ 項 第 ２ 号 ロ の 規 定 に よ る 命 令

及 び 公 表  

（ ３ ）  食 品 表 示 法 第 １ ５ 条 の 規 定 に よ る 権 限 の 委 任 等

に 関 す る 政 令 第 ７ 条 第 １ 項 第 １ 号 か ら 第 ３ 号 ま で の 規

定 に よ る 公 表  

保 健 所 担

当 部 長  

（ １ ）  障 害 者 の 日 常 生 活 及 び 社 会 生 活 を 総 合 的 に 支 援

す る た め の 法 律 第 ５ ４ 条 第 １ 項 の 規 定 に よ る 自 立 支 援

医 療 （ 障 害 者 の 日 常 生 活 及 び 社 会 生 活 を 総 合 的 に 支 援

す る た め の 法 律 施 行 令 第 １ 条 の ２ 第 ３ 号 に 規 定 す る 精

神 通 院 医 療 に 限 る 。 ) の 支 給 認 定  

（ ２ ）  精 神 保 健 及 び 精 神 障 害 者 福 祉 に 関 す る 法 律 の 規

定 に よ る 精 神 障 害 者 保 健 福 祉 手 帳 の 交 付 等  

（ ３ ）  精 神 保 健 及 び 精 神 障 害 者 福 祉 に 関 す る 法 律 の 規

定 に よ る 精 神 科 病 院 の 管 理 者 に 対 す る 退 院 命 令 、 報 告

徴 収 、 改 善 命 令 等  

（ ４ ）  精 神 保 健 及 び 精 神 障 害 者 福 祉 に 関 す る 法 律 の 規

定 に よ る 医 療 保 護 入 院 に 係 る 同 意 等  

「

」

を

」

に
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（ ５ ）  福 岡 県 食 品 取 扱 条 例 （ 昭 和 ２ ８ 年 福 岡 県 条 例 第

４ ７ 号 ） 第 ８ 条 の 規 定 に よ る 整 備 改 善 の 命 令 、 営 業 許

可 の 取 消 し 又 は 営 業 の 禁 止 若 し く は 停 止  

（ ６ ）  食 品 衛 生 法 第 ５ ５ 条 第 １ 項 及 び 第 ５ ６ 条 の 規 定

に よ る 営 業 の 停 止 （ ３ 日 以 内 の も の に 限 る 。）  

（ ７ ）  食 品 衛 生 法 第 ６ １ 条 第 ２ 項 の 規 定 に よ る 食 品 衛

生 推 進 員 の 委 嘱  

（ ８ ）  食 品 表 示 法 第 １ ５ 条 の 規 定 に よ る 権 限 の 委 任 等

に 関 す る 政 令 第 ７ 条 第 １ 項 第 １ 号 及 び 第 ２ 号 の 規 定 に

よ る 指 示 及 び 命 令  

（ ９ ）  食 品 表 示 法 第 １ ５ 条 の 規 定 に よ る 権 限 の 委 任 等

に 関 す る 政 令 第 ７ 条 第 １ 項 第 ３ 号 の 規 定 に よ る 業 務 停

止 命 令  

（ １ ０ ）  旅 館 業 法 第 ３ 条 第 １ 項 の 規 定 に よ る 営 業 許 可  

（ １ １ ）  旅 館 業 法 第 ３ 条 の ２ 第 １ 項 及 び 第 ３ 条 の ３ 第

１ 項 の 規 定 に よ る 承 認  

（ １ ２ ）  旅 館 業 法 第 ７ 条 の ２ の 規 定 に よ る 措 置 命 令  

（ １ ３ ）  興 行 場 法 （ 昭 和 ２ ３ 年 法 律 第 １ ３ ７ 号 ） 第 ２

条 第 １ 項 の 規 定 に よ る 営 業 許 可  

（ １ ４ ）  興 行 場 法 第 ６ 条 の 規 定 に よ る 営 業 の 許 可 の 取

消 し 及 び 営 業 の 停 止 命 令  

（ １ ５ ）  公 衆 浴 場 法 第 ２ 条 第 １ 項 の 規 定 に よ る 営 業 の

許 可 （ 北 九 州 市 公 衆 浴 場 法 施 行 条 例 第 ２ 条 第 １ 号 に 規

定 す る 普 通 公 衆 浴 場 の 新 設 に 係 る も の を 除 く 。）  

（ １ ６ ）  墓 地 、 埋 葬 等 に 関 す る 法 律 第 １ ０ 条 の 規 定 に

よ る 納 骨 堂 の 経 営 等 の 許 可  

（ １ ７ ）  墓 地 、 埋 葬 等 に 関 す る 法 律 第 １ ９ 条 の 規 定 に

よ る 整 備 改 善 、 使 用 の 制 限 又 は 使 用 の 禁 止 の 命 令 及 び

納 骨 堂 の 経 営 等 の 許 可 の 取 消 し  

（ １ ８ ）  福 岡 県 ふ ぐ 取 扱 条 例 第 １ １ 条 第 １ 項 の 規 定 に

よ る 期 間 を 定 め た 業 務 の 停 止 命 令 （ ３ 日 以 内 の も の に

限 る 。）  

（ １ ９ ）  化 製 場 等 に 関 す る 法 律 第 ３ 条 第 ２ 項 （ 同 法 第

８ 条 に お い て 準 用 す る 場 合 を 含 む 。） の 規 定 に よ る 届

出 の 受 理  

（ ２ ０ ）  化 製 場 等 に 関 す る 法 律 第 ７ 条 ( 同 法 第 ８ 条 及

び 第 ９ 条 第 ５ 項 に お い て 準 用 す る 場 合 を 含 む 。 ) の 規

定 に よ る 施 設 の 使 用 の 制 限 又 は 禁 止 の 命 令  

（ ２ １ ）  化 製 場 等 に 関 す る 法 律 第 ９ 条 第 １ 項 の 規 定 に

よ る 動 物 の 飼 養 又 は 収 容 の 許 可 及 び 同 条 第 ４ 項 の 規 定

に よ る 届 出 の 受 理  

（ ２ ２ ）  食 鳥 処 理 の 事 業 の 規 制 及 び 食 鳥 検 査 に 関 す る

法 律 第 ３ 条 の 規 定 に よ る 食 鳥 処 理 の 事 業 の 許 可  

（ ２ ３ )  食 鳥 処 理 の 事 業 の 規 制 及 び 食 鳥 検 査 に 関 す る

法 律 第 ６ 条 第 １ 項 の 規 定 に よ る 食 鳥 処 理 場 の 構 造 又 は

設 備 の 変 更 の 許 可  

（ ２ ４ ）  食 鳥 処 理 の 事 業 の 規 制 及 び 食 鳥 検 査 に 関 す る

法 律 第 ８ 条 の 規 定 に よ る 食 鳥 処 理 の 事 業 の 停 止 命 令 （

３ 日 以 内 の も の に 限 る 。）  

（ ２ ５ ）  食 鳥 処 理 の 事 業 の 規 制 及 び 食 鳥 検 査 に 関 す る

法 律 第 ９ 条 の 規 定 に よ る 食 鳥 処 理 の 事 業 の 停 止 命 令 （

３ 日 以 内 の も の に 限 る 。）  

（ ２ ６ ）  食 鳥 処 理 の 事 業 の 規 制 及 び 食 鳥 検 査 に 関 す る

法 律 第 １ ６ 条 第 １ 項 及 び 第 ２ 項 の 規 定 に よ る 確 認 規 程

及 び そ の 変 更 の 認 定  
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（ ２ ７ )  食 鳥 処 理 の 事 業 の 規 制 及 び 食 鳥 検 査 に 関 す る

法 律 第 ２ ４ 条 第 ２ 項 の 規 定 に よ る 届 出 の 受 理  

（ ２ ８ ）  食 鳥 処 理 の 事 業 の 規 制 及 び 食 鳥 検 査 に 関 す る

法 律 第 ３ １ 条 第 ２ 項 の 規 定 に よ る 必 要 な 措 置 の 指 示  

（ ２ ９ ）  食 鳥 処 理 の 事 業 の 規 制 及 び 食 鳥 検 査 に 関 す る

法 律 第 ３ ７ 条 第 １ 項 の 規 定 に よ る 報 告 の 徴 収  

（ ３ ０ )  食 鳥 処 理 の 事 業 の 規 制 及 び 食 鳥 検 査 に 関 す る

法 律 第 ３ ７ 条 第 ２ 項 の 規 定 に よ る 報 告 の 徴 収  

（ ３ １ ）  医 療 法 第 ７ 条 の 規 定 に よ る 開 設 及 び 変 更 の 許

可 （ 病 院 を 除 く 。 ) 並 び に 病 床 の 設 置 及 び 変 更 の 許 可  

（ ３ ２ ）  医 療 法 第 １ ２ 条 た だ し 書 の 規 定 に よ る 許 可 (

病 院 を 除 く 。 )  

（ ３ ３ ）  医 療 法 第 １ ８ 条 た だ し 書 の 規 定 に よ る 許 可 (

病 院 を 除 く 。 )  

（ ３ ４ ）  医 療 法 第 ２ ５ 条 の ２ の 規 定 に よ る 県 知 事 へ の

通 知  

（ ３ ５ ）  医 療 法 第 ２ ７ 条 の 規 定 に よ る 使 用 の 許 可 ( 病

院 を 除 く 。 )  

（ ３ ６ ）  死 体 解 剖 保 存 法 （ 昭 和 ２ ４ 年 法 律 第 ２ ０ ４ 号

) 第 １ ９ 条 第 １ 項 の 規 定 に よ る 許 可  

（ ３ ７ ）  毒 物 及 び 劇 物 取 締 法 第 ４ 条 第 １ 項 の 規 定 に よ

る 登 録  

（ ３ ８ ）  毒 物 及 び 劇 物 取 締 法 第 ４ 条 第 ４ 項 の 規 定 に よ

る 登 録 の 更 新  

（ ３ ９ ）  毒 物 及 び 劇 物 取 締 法 第 ６ 条 の ２ 第 １ 項 の 規 定

に よ る 許 可  

（ ４ ０ ）  毒 物 及 び 劇 物 取 締 法 第 １ ５ 条 の ３ （ 同 法 第 ２

２ 条 第 ４ 項 に お い て 読 み 替 え て 準 用 す る 場 合 を 含 む 。

) の 規 定 に よ る 回 収 等 の 命 令  

（ ４ １ ）  歯 科 技 工 士 法 第 ２ ６ 条 第 １ 項 第 ４ 号 に 規 定 す

る 許 可  

（ ４ ２ ）  医 薬 品 医 療 機 器 等 法 第 ４ 条 第 １ 項 の 規 定 に よ

る 許 可  

（ ４ ３ ）  医 薬 品 医 療 機 器 等 法 第 ４ 条 第 ４ 項 の 規 定 に よ

る 許 可 の 更 新  

（ ４ ４ ）  医 薬 品 医 療 機 器 等 法 第 ７ 条 第 ３ 項 た だ し 書 の

規 定 に よ る 許 可  

（ ４ ５ ）  医 薬 品 医 療 機 器 等 法 第 １ ２ 条 第 １ 項 の 規 定 に

よ る 許 可  

（ ４ ６ ）  医 薬 品 医 療 機 器 等 法 第 １ ２ 条 第 ２ 項 の 規 定 に

よ る 許 可 の 更 新  

（ ４ ７ ）  医 薬 品 医 療 機 器 等 法 第 １ ３ 条 第 １ 項 の 規 定 に

よ る 許 可  

（ ４ ８ ）  医 薬 品 医 療 機 器 等 法 第 １ ３ 条 第 ３ 項 の 規 定 に

よ る 許 可 の 更 新  

（ ４ ９ ）  医 薬 品 医 療 機 器 等 法 第 １ ４ 条 第 １ 項 の 規 定 に

よ る 承 認  

（ ５ ０ ）  医 薬 品 医 療 機 器 等 法 第 １ ４ 条 第 ９ 項 の 規 定 に

よ る 変 更 の 承 認  

（ ５ １ ）  医 薬 品 医 療 機 器 等 法 第 ２ ４ 条 第 １ 項 の 規 定 に

よ る 許 可  

（ ５ ２ ）  医 薬 品 医 療 機 器 等 法 第 ２ ４ 条 第 ２ 項 の 規 定 に

よ る 許 可 の 更 新  

（ ５ ３ ）  医 薬 品 医 療 機 器 等 法 第 ２ ８ 条 第 ３ 項 た だ し 書

の 規 定 に よ る 許 可  
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（ ５ ４ ）  医 薬 品 医 療 機 器 等 法 第 ３ ９ 条 第 １ 項 の 規 定 に

よ る 許 可  

（ ５ ５ ）  医 薬 品 医 療 機 器 等 法 第 ３ ９ 条 第 ４ 項 の 規 定 に

よ る 許 可 の 更 新  

（ ５ ６ ）  医 薬 品 医 療 機 器 等 法 第 ３ ９ 条 の ２ 第 ２ 項 た だ

し 書 の 規 定 に よ る 許 可  

（ ５ ７ ）  医 薬 品 医 療 機 器 等 法 第 ７ ０ 条 第 １ 項 の 規 定 に

よ る 命 令 及 び 同 条 第 ２ 項 の 規 定 に よ る 処 分  

（ ５ ８ ）  医 薬 品 医 療 機 器 等 法 第 ７ ２ 条 の ２ 第 １ 項 の 規

定 に よ る 業 務 体 制 の 整 備 命 令  

 別表第３の８の表の保険年金課長の項の次に次のように加える。

保 健 衛 生

課 長  

（ １ ）  食 品 表 示 法 第 １ ５ 条 の 規 定 に よ る 権 限 の 委 任 等

に 関 す る 政 令 第 ５ 条 第 １ 項 第 ２ 号 ロ 及 び 第 ３ 号 ロ 並 び

に 第 ６ 条 第 １ 項 第 ３ 号 ロ 及 び 第 ４ 号 ロ の 規 定 に よ る 報

告 の 徴 収 及 び 物 件 提 出 要 求  

（ ２ ）  食 品 表 示 法 第 １ ５ 条 の 規 定 に よ る 権 限 の 委 任 等

に 関 す る 政 令 第 ５ 条 第 １ 項 第 ４ 号 ロ 及 び 第 ６ 条 第 １ 項

第 ５ 号 ロ の 規 定 に よ る 立 入 検 査 及 び 質 問  

（ ３ ）  食 品 表 示 法 第 １ ５ 条 の 規 定 に よ る 権 限 の 委 任 等

に 関 す る 政 令 第 ５ 条 第 １ 項 第 ５ 号 ロ 及 び 第 ６ 条 第 １ 項

第 ６ 号 ロ の 規 定 に よ る 申 出 の 受 付 及 び 調 査  

東 部 生 活

衛 生 課 長

及 び 西 部

生 活 衛 生

課 長  

（ １ ）  福 岡 県 食 品 取 扱 条 例 第 ４ 条 の 規 定 に よ る 営 業 許

可  

（ ２ ）  食 品 衛 生 法 第 ５ ２ 条 第 １ 項 の 規 定 に よ る 営 業 許

可  

（ ３ ）  食 品 表 示 法 第 １ ５ 条 の 規 定 に よ る 権 限 の 委 任 等

に 関 す る 政 令 第 ７ 条 第 １ 項 第 ７ 号 の 規 定 に よ る 申 出 の

受 付 及 び 調 査  

（ ４ ）  墓 地 、 埋 葬 等 に 関 す る 法 律 第 ５ 条 第 １ 項 の 規 定

に よ る 改 葬 許 可  

（ ５ ）  狂 犬 病 予 防 法 （ 昭 和 ２ ５ 年 法 律 第 ２ ４ ７ 号 ） 第

４ 条 第 ２ 項 の 規 定 に よ る 登 録  

（ ６ ）  狂 犬 病 予 防 法 第 ５ 条 第 ２ 項 の 規 定 に よ る 注 射 済

票 の 交 付  

（ ７ ）  狂 犬 病 予 防 法 施 行 令 （ 昭 和 ２ ８ 年 政 令 ２ ３ ６ 号

） 第 １ 条 の 規 定 に よ る 鑑 札 の 再 交 付  

（ ８ ）  狂 犬 病 予 防 法 施 行 令 第 ３ 条 の 規 定 に よ る 注 射 済

票 の 再 交 付  

食 品 監 視

検 査 課 長  

（ １ ）  食 品 表 示 法 第 １ ５ 条 の 規 定 に よ る 権 限 の 委 任 等

に 関 す る 政 令 第 ７ 条 第 １ 項 第 ７ 号 の 規 定 に よ る 申 出 の

受 付 及 び 調 査  

 別表第３の８の表を別表第３の７の表とし、別表第３の９の表を別表第３

の８の表とし、別表第３の１０の表を別表第３の９の表とする。

 別表第３の１１の表の観光にぎわい部長の項中「観光にぎわい部長」を「

新成長戦略推進部長」に改め、同表の商業振興課長の項中「商業振興課長」

を「商業・サービス産業政策課長」に改め、同表を別表第３の１０の表とす

る。

別表第３の１２の表を別表第３の１１の表とし、別表第３の１３の表を別

表第３の１２の表とする。

別表第３の１４の表の総務港営部長の項中「総務港営部長」を「港営部長

」に改め、同表の開発課長の項中「開発課長」を「整備保全課長」に改め、
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同表を別表第３の１３の表とする。

 別表第３の１５の表の指導課長の項中「指導課長」を「規制課長」に改め

、同項第８号中「第１７条第６項、第１８条第２項及び第１９条第５項」を

「第１７条第７項、第１８条第４項及び第１９条第６項」に改め、同表を別

表第３の１４の表とする。

別表第３の１６の表を別表第３の１５の表とし、別表第３の１７の表を別

表第３の１６の表とする。

 （北九州市区長以下専決規程の一部改正）

第２条 北九州市区長以下専決規程（昭和４３年北九州市訓令第１１号）の一

部を次のように改正する。

  第２条第５号中「及び」を「（保健福祉・相談担当課長を含む。）及び」

に改める。

  第３条中「別表第２」の次に「（保健福祉・相談担当課長にあっては、別

表第１を除く。）」を加える。

 別表第１の２の表中

（ １ ） 

勤 務 時

間 の 繰

上 げ 及

び 繰 下

げ 

部 長 、

課 長 、

係 長 及

び 係 員

に 係 る

も の 

  総 務 企

画 局 長

に 合 議

す る こ

と 。 

（ １ ） 

勤 務 時

間 の 繰

上 げ 及

び 繰 下

げ 

部 長 に

係 る も

の 

所 属 の

課 長 に

係 る も

の 

所 属 の

係 長 及

び 係 員

に 係 る

も の 

改め、同表の（９）の項中「総務企画局長」を「総務局長」に、「総務企画

局人事部長」を「総務局人事部長」に、「総務企画局人事部人事課長」を「

総務局人事部人事課長」に改め、同表の（１０）の項中「総務企画局人事部

人事課長」を「総務局人事部人事課長」に改め、同表の（１３）の項中「総

務企画局長」を「総務局長」に改め、同表の（１４）の項中「総務企画局人

事部長」を「総務局人事部長」に改める。

  別表第２の保健福祉担当部長の項に次の１号を加える。

  （２７） 老人福祉法の規定による措置費の徴収

「

「

」

を

に

」
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  別表第２の保健福祉課長の項中第８号から第１１号までを削り、第１２号

を第８号とし、同項の次に次のように加える。

保 健 福 祉

・ 相 談 担

当 課 長 

（ １ ）  介 護 保 険 の 被 保 険 者 の 資 格 の 得 喪 の 決 定 

（ ２ ）  介 護 保 険 の 保 険 給 付 の 決 定 

（ ３ ）  介 護 保 険 の 保 険 給 付 に 係 る 負 担 金 の 執 行 

（ ４ ）  高 額 介 護 サ ー ビ ス 費 等 貸 付 資 金 の 貸 付 決 定 、 交

付 及 び 精 算 

 （北九州市事業所長等専決規程の一部改正）

第３条 北九州市事業所長等専決規程（昭和４３年北九州市訓令第１２号）の

一部を次のように改正する。

 第２条第５号中「、総合保健福祉センター保健所長」を削る。

別表第１の２の表中

（ １ ） 

休 憩 時

間 の 繰

上 げ 及

び 繰 下

げ 

所 属 の

部 長 に

係 る も

の 

所 属 の

課 長 に

係 る も

の 

所 属 の

係 長 及

び 係 員

に 係 る

も の 

係 員 に

係 る も

の 

（ １ ） 

勤 務 時

間 又 は

休 憩 時

間 の 繰

上 げ 及

び 繰 下

げ 

所 属 の

部 長 に

係 る も

の 

所 属 の

課 長 に

係 る も

の 

所 属 の

係 長 及

び 係 員

に 係 る

も の 

係 員 に

係 る も

の （ 休

憩 時 間

の 繰 上

げ 及 び

繰 下 げ

に 限 る

。）  

改め、同表の（７）の項中「総務企画局長」を「総務局長」に、「総務企画

局人事部長」を「総務局人事部長」に、「総務企画局人事部人事課長」を「

総務局人事部人事課長」に改め、同表の（８）の項中「総務企画局人事部人

事課長」を「総務局人事部人事課長」に改め、同表の（１１）の項中「総務

企画局長」を「総務局長」に改め、同表の（１２）の項中「総務企画局人事

部長」を「総務局人事部長」に改める。

 別表第２の６の表を次のように改める。

６  夜 間 ・ 休 日 急 患 セ ン タ ー 及 び 第 ２ 夜 間 ・ 休 日 急 患 セ ン タ ー に 関 す る

事 項

専 決 権 者            専 決 事 項

所 長 （ １ ）  １ 件 ２ ０ ０ 万 円 以 下 の 薬 品 の 購 入 の 契 約 及 び 検 収 

「

「

」

を

」

に
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  別表第２の１０の表を次のように改める。

１ ０  精 神 保 健 福 祉 セ ン タ ー に 関 す る 事 項

別表第２の１２の表を削り、別表第２の１３の表を別表第２の１２の表と

し、別表第２の１４の表から別表第２の２１の表までを１表ずつ繰り上げる

。

   付 則

 この訓令は、平成２８年４月１日から施行する。

（ ２ ）  １ 件 ３ ０ 万 円 以 下 の 医 療 用 機 器 材 の 購 入 、 修 繕 等

の 契 約 及 び 検 収

専 決 権 者            専 決 事 項

所 長 （ １ ）  １ 件 １ ０ ０ 万 円 以 下 の 薬 品 の 購 入 の 契 約 及 び 検 収 

（ ２ ）  １ 件 ３ ０ 万 円 以 下 の 医 療 用 機 器 材 の 購 入 、 修 繕 等

の 契 約 及 び 検 収
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北九州市病院局告示第１号 

地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３３条の２の規定により、

北九州市立病院における使用料及び手数料の収納及び徴収の事務を次のとおり

委託した。

平成２８年４月７日

北九州市病院局長 古 川 義 彦 

受託者 委託業務内容 病院名 委託期間 

氏名 住所 

太平ビルサー

ビス株式会社

北九州支店長

宮 弘之 

北九州市小倉

北区堺町一丁

目６番１５号 

駐車場の料金

収納 

市立医療セン

ター 

平成２８年４

月１日から平

成２９年３月

３１日まで 

岡﨑建工株式

会社 

代表取締役 

岡﨑 毅 

北九州市小倉

北区下到津五

丁目９番２２

号 

駐車場の料金

収納 

市立八幡病院 平成２８年４

月１日から平

成２９年３月

３１日まで 

株式会社ソラ

スト 

福岡支社長 

佐藤 亨 

福岡市博多区

博多駅前三丁

目２３番２２

号 

患者の料金収

納 

市立医療セン

ター 

平成２８年４

月１日から平

成２９年３月

３１日まで 

株式会社メデ

ィカル・プラ

ネット 

西日本支社長

大倉和人 

北九州市小倉

北区堺町一丁

目３番１５号 

患者の料金収

納 

市立八幡病院 平成２８年４

月１日から平

成２９年３月

３１日まで 

特定医療法人

茜会 

理事長 

水一郎 

山口県下関市

上新地町一丁

目５番２号 

患者の手数料

徴収 

市立門司病院 平成２８年４

月１日から平

成２９年３月

３１日まで 

八幡ビル管理

株式会社 

代表取締役社

長 

出口 周 

北九州市八幡

東区中央一丁

目５番８号 

保育料の収納 市立医療セン

ター 

市立八幡病院 

平成２８年４

月１日から平

成２９年３月

３１日まで 
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